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概 要
海外では 9.11同時多発テロ事件以降，また日本では 3.11東日本大震災以降，サプライ
チェーンの途絶を対処するためのサプライチェーン途絶リスクマネジメント (以下SCDRM
と略す)に関する研究が注目を浴びるようになり，論文数も急増している．しかし，SCDRM
分野の研究はまだ黎明期であり，主なに実証研究と理論研究を展開するだけであり，体系
的な研究はまだ至っていないことが現状である．
この背景を踏まえ，本研究では体系的な SCDRM研究を行うことを目的とし，途絶リ
スクに対する評価，及びマネジメント手法の開発に関する研究を行う．本論文は 7つの章
で構成されている．
第 1章では，体系的な SCDRMに関する研究の背景と必要性を述べ，既存研究の概要と
本研究の構成を述べている．第 2章では，SCDRMに関する文献研究を行い，リスク，サ
プライチェーンリスク (SCR)，及び SCDRMに関する研究について，その特徴を抽出し，
体系化を行っている．本章では，文献レビューを実施し，リスク，SCR，SCDRMの 3つ
のカテゴリーに分け，その定義や分類の特徴を抽出し，体系化を行った．そのうち，特に
SCRについては内部，外部，および環境の 3つの大分類のもとで，さらに 2段目の中分
類を加えて独自の分類体系を提案し，既存研究との対応関係も示した．
第 3章では，途絶リスクによる SC業務停止期間を推定するシミュレーションモデルを
構築している．本章ではシナリオ地震を発生させ，東京近辺，太平洋，及び全国に生産施
設を配置した 3タイプの SCの業務停止期間を其々に算出する．そして，SCの発注方式
と連結性が業務停止期間への影響を考察するため，「定期定量の直列型 SC」，「定量発注の
直列型 SC」と「定量発注の並列型 SC」の 3つケースを分けてシミュレーション実験を行
い，その結果，全国に生産施設が配置されている並列型 SCは，直列型 SCに比べて業務
停止期間が短いことを示している．
第 4章では，途絶リスクに対処するための方法として SCレジリエンスを体系化するこ
とを目的とし，発表されている SCレジリエンスに関する論文 100本に対してテキストマ
イニングを実施し，2 階層からなる SCレジリエンスの構造モデル，即ち，俊敏性，柔軟
性，冗長性，及び堅牢性を第 1階層とし，見える化，速度，SCの情報の共有化，及び SC
の協調性を俊敏性の構成要素，SCの協調性，分散型生産，速度，遅延差別化及び社員へ
のクローストレーニングを柔軟性の構成要素，SCの協調性，速度，多様性，及びバック
アップシステムを冗長性の構成要素，速度，分散型生産，自己組織化，そして SCの情報
共有化を堅牢性の構成要素とした 2段階の SCレジリエンスの構造モデルを構築している．
第 5章では，SCレジリエンスの構成要素である俊敏性を強化するために SCにおける
物流経路と情報を見える化するシステムを構築し，3段階からなる SCを対象に，ロール
プレーによる実験を行った．その結果，受発注の経験がない被験者でも本研究で開発した
SC見える化システムを用いることにより，調達先や調達先の調達先が被災したために発
生する損失を最小限に抑えることができ，SC見える化を用いない時に比べて利益を増や
すことができたことを示している．特に，途絶先企業と直接繋がっていない企業も利益を
増やすことができたことは，川上と川下双方向の見える化の必要性を強くサポートするも
のであり，間接被害を防ぐためには調達先の調達先だけでなく，販売先の情報も把握する
必要があることを示唆している．
第 6章では，SCレジリエンスの構成要素である柔軟性，冗長性，及び堅牢性の強化策
と柔軟性とその他の 2つの強化策との組み合わせを加えた計 5つの強化策に対してシミュ
レーションを行い，システムの平均利益を用いて SC途絶時の効果を分析している．その
結果，柔軟性強化策と頑健性強化策の組み合わせが最も有効であることが分かり，代替企
業が存在しない外部環境においては頑健性強化策がほかの強化策より 1割以上利益を増や
すことができ，ダイアモンド SCの存在が確認できた場合には，生産施設を分散させるな
ど，2 社購買同様な途絶リスクマネジメントの方策を取ることが有効であることを示して
いる．第 7章では，各章の内容をまとめ，本研究の成果を要約し，将来の展望に対しても
言及した．
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第1章 序論
1.1 研究背景
近年，サプライチェーンマネジメント（以下 SCM）に途絶リスクの要素を取り入れた
サプライチェーン途絶リスクマネジメント（以下 SCDRM）が注目されている．生産物流
過程における調達，製造，輸配送などの SC全体の効率を高めることを目的とする SCM
の理論は，企業の現場で幅広く応用されており，現在の殆どのグローバル企業に SCMの
専門部署が設置されている [1]．一方，リスクマネジメントは，19世紀にヨーロッパで始
まって以来，その歴史は既に 100年以上及ぶ [2]．2000年以降，各種の途絶リスクが頻発
しているために，学界や産業界の注目を浴びている．例えば，2000年の狂牛病問題，2001
年の 9.11多発テロ事件，そして近年の地震，津波，洪水などの自然災害等々，SCMにお
ける途絶リスクは数多く存在する．また，情報技術の発展によって，企業を取り巻く環境
は急速に変化している．更に，市場の多様化，技術変化の加速，競争のグローバル化など
が加わって，失敗すればマーケットシェア喪失に追い込まれる可能性もある [1]．
このような企業の協力関係や業務プロセスの効率化，高いレベルの情報共有などを通じ
て途絶リスクの発生確率と影響を低減するのが SCDRMである．そして，自然災害，市場
変化だけでなく，関連他社の被災の影響を受けた被害が連鎖的に発生することで SCDRM
の重要性が高まっている．
東日本大震災では広い範囲で甚大な被害が発生したので，SCの途絶により企業の生産
活動に大きな支障が生じた．被災地では地震や津波によって多くの工場が生産停止に陥
り，そこから部品を調達していた工場も連鎖的に業務停止となり，SCの途絶へ発展した
例もあった．更に，SCの構造が従来のピラミッド型の構造からダイヤモンド型の構造へ
と変わっていたことも被害の拡大を助長した [3]．このような震災の教訓から，
 途絶リスクを評価する
 事前に初期対応策を用意する
 事後に素早く対策を打つ
の３つのアクションに構成されている体系的な SCDRMの構築が提唱されており，途絶
リスクの評価，途絶リスクに強い SCレジリエンスの構築や途絶を早く察知して初期対応
するのに役に立つ SCの見える化システムの導入などが課題となっている．
また，東日本大震災以降，政府による被害評価の見直し，及び SCDR対策の構築を積
極的に行われている．中央防災会議は東日本大震災の教訓を受け，SCDRは今後の防災の
1
重点の 1つとする考え方を示し，2012年に予想される南海トラフ巨大地震の被害評価を
公表し，2013年以降は，首都直下地震，東海地震，近畿圏・中部直下地震などの被害評
価を相次いで実施している [4][5]．被害評価の目的は政府，企業の防災・減災対策の立案
を推進することである [6]が，実際に震災によるマクロ経済に及ぼす影響の分析，及び防
災政策の効果把握に留まっていることが現状である．企業が政府の被害評価を踏まえて
SCDRMを行う前には，中央防災会議，各自治体から公表されたハザードマップ，震度分
布データなどを活かし，独自の SC途絶リスク評価手法を開発する必要がある．
近年では，組織や企業の事業継続の力を表す概念であるレジリエンスが使われており，
その延長線として SCレジリエンスも注目されている．内閣府 [7]は自然災害による被害
を最小限に留めるとともに被害からいち早く立ち直り元のに戻らせるレジリエンスに関
する総合的な施策の推進の在り方を検討するため，レジリエントな防災・減災機能の強化
推進委員会を成立し，SC途絶による日本産業が機能不全に陥り，国際競争力を失う最悪
の事態にならにように，施設の耐震性強化，情報共有システムの構築などの対策を提示さ
れており，今後，SCレジリエンスは途絶リスク対策の重点の 1つとして進められると考
えられているが，国家レベルでも，企業レベルでも SCレジリエンスを評価する方法を提
示していないので，SCレジリエンスを構築・強化する体系的な方法論が求められている．
そして，経産省は震災時における SCの業務継続を目的として，拠点や設備の二重化，
生産施設・情報システムの堅牢性，調達の容易化・調達先の複数化などの東日本大震災，
タイの大洪水の教訓を踏まえた SCDR対策を示している [8]．しかし，企業が途絶リスク
から生き残るためには自社，及び自社部品の調達経路のリスクマネジメントだけでなく，
SC全体を見渡した途絶リスクマネジメントが必要になっており，そのためには供給と需
要の情報を全部把握できる SC見える化を実現し，SCDRに対して有効な対策を講じるこ
とが重要になる．
このような背景を踏まえて，本研究では企業の合理的なSCDRM行動を資するため，SC
の途絶リスクに対する評価，及びマネジメント手法を開発し，体系的な SCDRM研究を
行うことを目的とする．
1.2 既存研究とその課題
1.2.1 サプライチェーン途絶リスクマネジメントに関する研究
海外では 2001年の 9.11多発テロ事件以降，SCDRMに関する研究活発になっており，
研究数が年々増えている．日本でも中越大地震以降，特に東日本大震災以降，多くの実地
調査，実証研究が行われ，製造や物流だけでなく，交通や電気，水道など社会のインフラ
を含めた途絶リスクの総合マネジメント能力の向上が提唱されるようになっている．
しかし，SCDRMに関する諸概念は，研究者の調査方法や着目している視点によってそ
の定義が異なっており，まだ統一的な見解がない．特に，日本国内では SCDRMの研究
者がまだすくないため，基礎的な概念が統一されていないのが現状である．ここでは日本
国内における SCDRM研究の現状と特徴を概説する．海外に関する研究の現状は第 2章
で詳しく述べる．
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日本における SCDRMの研究は，その研究手法に着目した場合，(1)概念的研究，(2)
実証的研究，および (3)定量的研究の 3つに大別できる．まず，定量的研究において多く
見られるのは，地震による SC途絶に関する研究である．例えば，大森と吉本 [9]は，リ
スク緩和の投資費用を最小化させる SCを設計することを目的とし，途絶を考慮したネッ
トワークモデル，シミュレーションを用いたリスク評価手法，各拠点のリスク緩和方策の
3点を提案している．鳥澤ら [10]は，震災による道路輸送網の途絶を焦点に，道路通行止
め予測モデルとそれに基づく道路網の機能支障による SCへの影響評価手法を提案してい
る．西川ら [11]は，直列型で連結されている SCの業務停止期間を短縮させる 3種類の対
策，即ち，生産拠点の多重化，生産拠点の耐震補強，及び震災時の生産機能移転をシミュ
レーションの手法でリスク低下の効果と要するコスト定量的に比較し，企業に被災状況に
よりリスク対策を選ぶ基準を提案している．
実証的研究においては，機械振興協会経済研究所と [12]，IBMレポート [13]などが挙
げられる．機械振興協会経済研究所は，SCの脆弱性への補完として BCPの導入を提案
しており，日本では先駆的なBCP研究であると言えよう．特に製造業 159社に対するア
ンケート調査により，製造業におけるBCP導入の実態，及び SCMとBCPの関係性など
を分析した点においては実務的にも高く評価できる．IBMは，北米，西欧，アジア太平
洋地域の企業の SC戦略及びオペレーションを担当するエグゼグティブ約 400名にインタ
ビュー調査を行い，コスト削減，可視化，リスク，顧客との親密性とグローバル化の５つ
の面から，如何にスマートな SCを構築するかを論じている．
また，概念的研究としては曹，秋 [14]，森泉ら [1]，井上 [15]などがあげられる．曹，秋
は，SCRに関する既存研究の調査に基づき，SCにおける 40のリスクドライバーを列挙し，
プロセスと属性の２つの軸を用いて分類し，リスクドライバーの分類表を作成した．森泉
らは学術雑誌データベースから SCM関連論文 555本を収集し，テキストマイニング技法
を用いてリスクドライバーを 33個，ビジネス特性に対応するリスクドライバーを 52個抽
出し，SCRの構造及び波及を抑えるための方法を提案している．井上は 46本の SCDRM
に関する文献をピックアップし，文献レビューを実施しながらリスクマネジメント，シス
テム理論，国際ビジネス，組織理論，SCM理論など，既存の研究分野における SC途絶
リスクの定義を統合し，SCDRM研究のアプローチを統合した．
以上の調査に基づき，日本における SCDRM研究は，以下の 2つ特徴がある．
第一に，自然災害，特に地震をリスク要因とする研究が多く見られている．海外では，
地震だけをリスク要因とした SCDRM研究が少ないのに対し，日本では，防災や災害予
知システムの開発から，震災後の回復や損失推計などの研究が進んでおり，日本では地震
など自然災害に対処するための研究が進んでいると言える．
第二に，研究対象である業種別から見ると，製造業を中心とする研究が多く見られ，イ
ンタビュー・アンケート調査などの実証的研究，実務問題の解決を目指す研究が多い．特
に，東日本大震災以降，製造業 SCのレジリンシー，BCPをテーマとする実証的研究が多
く見られる [16]～[18]．
3
1.2.2 地震によるサプライチェーン業務停止期間の予測
SCの業務停止期間は，SCDRM分野で注目されているテーマの１つであり，これまで
に定量的研究を中心に様々な研究が発表されている．
臼田，吉澤 [19]は，供給量と物流コストを制約条件に SCの最適拠点配置を計算する汎
用ソフト SFLOを利用し，SCを構成する製造拠点，配送拠点，輸送拠点の 3機能それぞ
れに地震発生する時の業務停止期間を予測するシステムを開発し，震災時の各拠点の緊急
対応プランを提案している．
西川ら [20]は建物ポートフォリオのリスク解析に基づき，SCの被災による業務停止期
間を定量的に把握する手法を提案し，更に直列型，並列型と併用型の 3タイプの SCにつ
いて，東京 23区内，関東地方内と東京 300km圏内の３つのスケールの配置に当てはめて
業務停止期間を評価している．また，福島ら [21]は，震災時において事業継続に必要な供
給量は普段より少ないことや複数拠点からの同時供給により一拠点当たりの供給量を減
らせることを考慮して，西川らの手法を改良し，震災時の SC業務停止期間を対象に，複
数拠点からの供給を考慮したリスク評価手法を提案し，拠点の耐震補強を例として業務停
止リスク対策の有効性を検証する手法を示している．
奈良岡ら [22]は，SC依存型企業においては，自社以外の施設も対象として地震リスク
評価を行うことを提唱し，SCの施設ごとに許容停止期間を設定し，確率論を応用した個々
の生産施設に対する地震リスク評価手法を開発し，SCの条件を考慮に入れ，簡易地震リ
スク評価方法について検討を行っている．
副島と目黒 [23]は，PERT/CPM を用いた復旧時間の定量化手法を利用し，地震による
部品調達の停止時間を評価する手法を提案している．具体的には，部品調達工程を 3つの
工程，即ち，復旧・部品製造，輸送路復旧，及び輸送に分割して考え，部品工場ならびに
輸送経路の地震被害予測からそれぞれの所要時間を評価している．
以上のように，地震による SC業務停止期間を予測する研究はいくつか行われているが，
単体施設，SCの一部，若しくは単ステージ SCモデルを対象とした研究は中心である．こ
のような単体施設，単ステージのモデルは一企業の立場として調達リスクを考慮する際に
は非常に有意義な知見を与えるものの，東日本大震災に見られたように 2次以降のサプラ
イヤーの被災により生産停止をせざるを得ないような多段階に影響を及ぼす途絶リスク
のマネジメントには適用できない．
1.2.3 レジリエンスに関する研究
経済のグローバル化に伴い，現地製造や海外調達が増え，制度も文化も違う国を跨いだ
SCMは想像以上に難しい．その中でも，特に供給リードタイムの長さや，途絶のリスク
は多くのグローバル企業の SCMにおける悩みであると言えよう．
途絶リスクの被害は特に発生頻度は小さいが一旦発生するとその影響が大きい想定外の
リスク事象が発生した際に顕著に表れる．このような想定外のリスクに対処するすべく，
近年レジリエンス，及びレジリエンスの延長線である SCレジリエンスに関する研究が注
目を浴びるようになっている．
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レジリエンスは元々物理学の用語であり，外力の動きにより物質が歪んだ時に元の状態
に戻ろうとする力のことを指す [24]．心理学の分野においては 1970年代から，戦争や自
然災害などの強いショックに晒されたにもかかわらず，抑うつ症状や心的外傷後ストレス
障害のような心理的な病気を発症しない人に保護的，緩衝的に作用している要因の解明の
ための研究に使われるようになった [25][26]. そして近年，米国における 9.11同時多発テ
ロ事件や，2008年のリーマンショック，国内では 2011年の東日本大震災などに伴う企業
の生産途絶，業務停止を背景に，組織や企業の事業継続の力を表す用語として使われるよ
うになっている．
レジリエンスは「グローバルリスク報告書」[27]や「ものづくり白書」[28]などでは「弾
力性」として翻訳されているが，レジリエンスを測定する方法はなく，その定義もあいま
いであり，研究者らによりその定義が異なる．例えば，丸山 [29]はレジリエンスの構成要
素として適応性，冗長性，多様性を取り上げ，Leena[30]らは適応性 ( Adaptability )，俊
敏性 (Agility)，同化性 ( Assimilation )を取り上げている．このような構成要素また定義
はいずれも著者らの主観によるものであり，客観的なものではない．さらに，冗長性や多
様性など，レジリエンスを構成する要素はさらにどのような要素から構成されているの
か，あるいはどのように測定すればよいのかは実践的にも大変重要な研究課題である．
SCDRMに関連したレジリエンスの構成要素についてもいくつかの研究がある．例え
ば，Christopher and Peck[31]は，SCレジリエンスの構成要素として
 SCの再構築
 SCの協調性
 SCの俊敏性
 リスクマネジメント型企業文化
の四つを挙げている．
ここで，SCの再構築とは，管理者がサプライヤーと顧客の関係をよく理解し，常に効
率的な SCを考えているかということ，SCの協調性とは，サプライヤ間でどの程度情報
共有ができているかということ，SCの俊敏性とは，需要と供給の予想外の変化にどの程
度機敏に対応できるかということ，リスクマネジメント型企業文化とは，普段のリスクマ
ネジメント型企業文化がどの程度定着しているかということ，をそれぞれ表している．
他には，Rice and Caniato[32], She[33]なども挙げられているが，統一した定義と構
成要素がないことは現状である．
国内におけるレジリエンスの研究においてもいくつかの研究が発表されている．例え
ば，統計数理研究所 [34]では情報システムを主軸とし，社会や生物など環境システムを含
めて，一般的なシステムにおけるレジリエンスの定義を研究しており，レジリエンスを適
応性，冗長性，多様性の三つの構成要素で特徴づけるものとして定義しようとしている．
ここで，冗長性とは同じ機能をもつものを複数用意すること，例えば情報システムのスト
レージ・システムでディスク装置を複数用意することがそれにあたる．多様性とは，冗長
構成の中でも異なったものを使うことである．例えば，情報システムにおいてハードディ
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スクを冗長構成する場合，異なったメーカーのものを使うことが多いが，これはシステム
に多様性を持たせるためである．適応性とは，状況に適応していく力であり，生物の環境
適応のための進化がこれにあたる．
1.2.4 サプライチェーン見える化に関する研究
近年 SC見える化に関する研究が注目を浴びている．特に，東日本大震災以降，ダイヤ
モンド SCの存在が明らかになり，調達先の調達先の所在地や経営状況を含めた情報収集
が急ピッチで行われている．これは即ち，消費者に近い川下企業が素材に近い川上企業の
情報を共有する供給の見える化である．
供給の見える化が実現できれば，川下企業は SC途絶を予知できる．例えば，ある部品
製造企業が被災するとその部品を使用する川下企業が生産中止に追い込まれ，被害が連鎖
的に広がる可能性がある．もし，川下のセットメーカーが事前に調達先の調達先が被災し
たことが分かれば，他の企業に緊急手配するなど，早めに手を打つことで自社の生産ライ
ンの停止や減産を防ぐことができる [35][36]. しかし，供給の見える化においては概念的
研究が多くみられ，インタビュー・アンケート調査などの実証的研究 [37][38][39][13][40]
が中心であるが，定量的研究はあまりない．
一方，供給の見える化に対してもう 1種の SC見える化があり，それは川上企業が消費
者に近い川下企業の情報を共有する需要の見える化である．近年経済活動のグローバル
化に伴い，多くの製品が生産能力過剰になっており，従って顧客に近い川下企業の力が強
い．一般的にバイヤーである川下企業はサプライヤーである川上企業との取引を有利にす
すめるために，川上企業に対して自社の情報を隠す傾向がある．従って，需要の見える化
においては戦略的提携など，情報共有のしくみを先に導入する必要がある [41]．例えば，
Neelyら [41]とLeeら [42]は，キャンベルスープ社とウォルマート社がCRP（Continuous
Replenishment Planning）システムを導入することにより，キャンベルスープ社がウォル
マート社における自社商品の販売データをリアルタイムで観測でき，ウォルマート社が販
促に買い溜めする必要がなくなり，ブルウィップ効果もなくなったWin-Win関係を実現
することができたことを論じている．
需要の見える化については，NeelyらやLeeら以外にもいくつかの研究がある．例えば，
水野ら [43]は SCの各段階が上流側に発注を行う際に，下流側から受け取った最終需要情
報を発注情報と併せて伝達する SCの見える化モデルを取り上げ，SC見える化によるブ
ルウィップ効果の軽減を指摘している ．また，手塚ら [44]は一般消費財メーカーでは数
千種の製品を扱うため，各製品について在庫推移を確認し，異常を探し出すには膨大な時
間が必要となる点に注目し，在庫推移の異常の早期発見を実現するために，縮小グラフ画
像の一覧表示による在庫推移可視化システムの有効性を示している．
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1.3 研究全体の枠組みと構成
1.3.1 研究全体の枠組み
本研究では，体系的な SCDRM研究を行うことを目的とし，途絶リスクに対する評価
手法の開発，及び途絶リスク対策の構築に関する研究を行う．研究全体の構成は図 1.4.1
に示す.
SCDRの評価では，SC全体を対象に，途絶リスクを定性・定量的に分析する．SCは複
数の生産施設に構成されており，一か所の小さなリスクが連鎖的に SC全体の途絶へ発展
した例が少なくないので，SCDRを評価するには，SCRの種類と SCの特性に着目して，
途絶リスクによる SCの業務停止期間を評価することになる．SCRの特徴については，既
存研究のレビューを通して，その特徴を洗い出して体系化を行い，途絶リスクを定量分析
するための理論的土台を作る．SCの特性については，途絶リスクによる SCの業務停止
期間を算出し，そして，SCの施設の配置方法・発注方式・連結性などが業務停止期間へ
の影響を考察する．また，SCDRを考えるうえで，途絶リスクが発生しても生き延びる力
である SCレジリエンスの評価と体系化手法を提案する．
SCDR対策では，初期対応策と事後対策を提案して体系的な途絶リスク対策を構築す
る．初期対応策については，自社の部品の調達経路を見えるようにする SC見える化シス
テムを講じて，SC途絶の早期予知と初期対応を実現する．しかし，初期対応だけでは対
応できないことがあるので，その場合にはいくつの事後対策を講じてその効果を算出し
て，対策選定をサポートする手法を提案する．
図 1.3.1: 研究全体の構成
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1.3.2 研究の構成
本論文は全部で 7章から構成されている．
第 1章では，体系的な SCDRMに関する研究の背景と必要性を述べ，既存研究の概要
と本研究の構成を述べる．
第 2章では，SCRを定性的に評価することを目的として，既存研究のレビューを行い，
リスク，サプライチェーンリスク (SCR)，及び SCDRMに関する研究について，その特徴
を抽出し，体系化を行う．そのうち，特に SCRについては内部，外部，および環境の 3
つの大分類のもとで，さらに 2段目の中分類を加えて独自の分類体系を提案し，既存研究
との対応関係も示し，次の途絶リスクの定量化評価をするための理論的土台を作る．
第 3章では，SCDRを定量的に評価することを目的として，途絶リスクによる SC業務
停止期間を推定するシミュレーションモデルを構築する．本章ではシナリオ地震を発生さ
せ，東京近辺，太平洋，及び全国に生産施設を配置した 3タイプの SCの業務停止期間を
其々に算出する．そして，SCの発注方式と連結性が業務停止期間への影響を考察する．
第 4章では，途絶リスクに対処するための方法として SCレジリエンスを評価すること
目的として，発表されている SCレジリエンスに関する論文 100本に対してテキストマイ
ニングを実施し，SCレジリエンスの評価手法を客観的視点からその構成要素を明らかに
し，更に SCレジリエンスの構成要素を構成する要素そ含めて SCレジリエンスの階層化
構造を明らかにする．
第 5章では，SCDRの早期発見と初期対応に役に立つ SC見える化システムを構築し，
3階層からなる SCを対象に，ロールプレーによる実験を行い，見える化システムによう
SCDRMへの効果を検証する．
第 6章では，途絶リスクの事後対策をである冗長性強化策，柔軟性強化策と頑健性強化
策などを構築し，それらによる SCDRMへの効果を検証し，対策選定をサポートする手
法を提案する．
第 7章では，各章の内容をまとめ，本研究の成果を要約し，将来の展望に対しても言及
する．
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第2章 サプライチェーンにおけるリス
ク1
SCには，需要リスクや供給リスクなどが存在している．これらのリスクにはリスクを
引き起こす原因があり，人災と天災に大別できる．例えば，原発事故やテロは人災であり，
台風や地震は天災である．これらの原因によりリスク事象が誘発され，結果として需要の
欠如や供給の途絶が発生し，SCが機能しなくなり，企業は損失を被るのである．近年は
特に小さなリスクが連鎖的に SC全体へ波及し，結果として深刻な被害を与えるというこ
とが問題視されている．例えば，1997年ボーイング社は，2つの部品の納期遅れによって
26億ドルの損失を被り [45]，また，Knight and Pretty [46]は，SC途絶の影響によって企
業の株価が約 8% 下落し，復旧には 50日間もかかったと指摘している．
近年，SCDRMに関する研究論文が増えている．海外では 9.11同時多発テロ事件以降，
また日本では東日本大震災以降，SC途絶リスクに関する研究が注目を浴びるようになり，
論文数も急増している．一方，リスクに関する研究は歴史が長く，リスクに関する定義も
一般的の定義から各分野への応用への広がりを経て，現在の分野ごとの定義および共通の
特徴による新しい一般的な定義に発展してきている．
本章では，リスク，SCR，及び SCDRMの３つの視点で文献調査を実施し，理論の体系
化を行い，体系的な SC途絶リスク対策を構築するための土台を作る．
2.1 リスクとサプライチェーンリスク
2.1.1 リスク
リスクの語源は，イタリア語の“ risicare”に由来し，勇気を持って挑むことを意味して
いる [47]．この意味からすると，リスクは運命というより選択であるといえる [48]．
リスク研究の始まりは，17世紀フランスの数学者である Pascalと Fermatによるギャ
ンブルに関する議論であると言われている [49]．その後，リスクに関する研究は，保険，
財務，心理学，マネジメントなど多岐の分野に広がっていき，リスクの定義も，研究の分
野や対象によって異なる定義が行われるようになった．例えば，保険分野では，リスクを
傷害，損失，損害などの発生確率（特に分散）で評価しており [50]，財務におけるリスク
は，期待収益率を実現する可能性と投資先を分散することによって得られる利得として定
義されている [51]．Cox[52]は，マーケティングの視点からリスクを消費者の期待と購買
1この章の一部は“ INFORMATION”, Vol.18, No.6(A)に掲載されている
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行動の結果のミスマッチであると定義し，また法務分野ではリスクを企業活動また個人生
活において法令などに違反することから発生する損失として定義している [2]．また，心
理学では，リスクを感情などの個人要素によって引き起こされる不確実性とその結果であ
ると定義している [73]．
一方，マネジメント分野ではCourtneyらがリスクを確実に見通せる未来，他の可能性
もある未来，可能性の範囲が見えている未来とまったく読めない未来に分類し，１つの枠
組みとして定義している [14]．
このように，リスクに関する定義は各分野に広がっていったが，その後共通的性質を用
いて一般的な定義としての再帰が見られるようになっている．例えば，Harlandら [54]は，
各分野におけるリスクの定義を概観し，リスクを危険，損害，傷害などの望ましくない結
果が発生する可能性と定義しおり，Kerstenら [55]は，ある主体が予期できない結果に遭
遇する可能性を意味する概念であるとしている．また，Mitchell[56]によると，リスクと
は事件あるいはその結果の発生確率と主体 (組織，個人)に与えるインパクトであり，発
生確率とそのインパクトとを乗じたものの総和で定量的に測定することを提唱している．
このようにリスクに関する定義は様々であるが，筆者は今回の文献研究を通じて，以下
のような共通特徴があることが分かった．
　 (1) リスクの普遍性
リスクは分野によって定義や要因などが異なるが，その存在は時空を超えて普遍的であ
る．近年，自然と社会の環境変化は激しく，グローバル化の進展とともに，リスクはその
要因の数と発生したときのインパクトも広く且つ大きくなっている．また，近代化と文明
の進歩に伴い，人間は階層，階級，家族，男女差別から解放され，従来の標準的であった
生き方が崩れ，個人にとっても失業・離婚・事件や事故といった多種多様なリスクが顕在
化している [57]．
このように現代社会を取り巻く環境は，社会全体としても個人としても，リスクのない
領域が無くなりつつあり，我々は既に超不確実社会，或いは超リスク社会を迎えてきたと
言える [58]．
(2) 客観性と主観性の併存
リスクにおける客観性と主観性の論争は多くの研究から見られる．科学技術分野のリス
クは，客観的計測可能なモノであった．例えば，The Royal Societyは多くの工学者，物
理学者がリスクを客観的で測定可能で制御できるものとしている [49]．
一方，社会学分野では，リスクを数理的手法で把握することは困難であり，経験や直感
などの主観性を発揮する余地が存在すると主張している．Waring and Glendon [59]は，
個人であっても専門家であっても，社会・政治・文化などの諸要因の影響を一様に受けて
おり，リスクに対して主観的に認知すると指摘している．また，Williams ら [60]は，ギャ
ンブルをする多くのベンチャー・ビジネス，投資プロジェクトなどのビジネスが成り立っ
ているのは，この主観的認知のバラツキによるものであると指摘している．
また，一部の研究者は，科学的かつ客観的根拠をもとにした主観による情報選択や判断
が必要であると主張している．例えば，ベックは，客観と主観が重複してリスク認知の正
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確度が高まると指摘したうえで，そうしたリスク認知が社会的・政治的ダイナミズムを生
じさせることを示している [57]．
このように，リスクは，主観性と客観性の２面性を持っており，リスクに正しく対処す
るためには，その意思決定において，特定リスク要因の主観性および客観性の両方を詳し
く分析する必要があることは言うまでもない．
(3) 損失と利益の併存
リスクは，「危険なもの」，「事故や事件発生の可能性」と認知される場合が多い．例え
ば，Schwing and Albers [61]はリスクを事故の発生確率とその重大な損失としており，ま
た，Mitchell[56]はリスクの大きさは損失の重大さに等しいとしている．一方，保険理論
ではリスクを損失発生の可能性，或いは事故発生の可能性としており，好ましくない状態
の発生をリスクとしている [2]．
また，“Risk Take”や冒険を好む人にとって，リスクは自ら覚悟して冒す危険という意
味を持ち，積極的な行動を意味する．即ち，リスクはその語源にあるように勇気を持って
挑むことを意味し，未知の世界に入り，大胆に挑戦することを意味する場合もある．その
結果は損失を被る危険がある一方，大きな成功や利益を得る機会もある．High risk, high
return(危険が大きいほど，高い利得が期待できる)という言葉は，リスクにおける損失と
利得の併存を表す代表的な言葉であると言えよう [2]．
以上のように，リスクの概念は数世紀に渡り，様々な定義が行われているが，普遍的で
全ての分野を網羅する定義は存在せず，サプライチェーンリスクを考える場合も，上記 3
つの特性，即ち，リスクの普遍性 (時間，空間，対象)，リスクの客観性と主観性 (主体)，
そしてリスクによる損失と利益の併存 (結果)を分析の手掛かりとし，具体的なリスクを
さらに分析，分類，測定することを提案する．
2.1.2 サプライチェーンリスク
SCRに関する研究は，Kraljicら [62]の研究から始まっていると言われている．その後，
Elloitt-Shircore and Steele[63] が供給リスクを中心にKraljicの研究を拡張している．ま
た，Min and Galle[64]と Smeltzer and Siferd[65]は納品遅れ，Morris and Calantone[66]
は SCの財務的リスク，Bowen ら [67]は自然災害リスク，Lonsdale[68]はアウトソーシン
グによるリスクを取り上げ，それぞれ SCRの研究を発展させた．
2000年以降，大規模な人災 (テロ，ストライキ，戦争)と自然災害が頻発し，SC途絶の
リスクが顕著に高くなり，SCRの研究がさらに注目されるようになった．Brindley[69]に
よると，SCRに関する研究論文数は，2000年迄の 20本未満から，2003年までの 80本に
急増している．研究が活発に行われている証拠でもあるが，SCRに関する定義は様々で
ある．本研究では，いくつかの代表的な研究を取り上げ，SCRの構成要素を整理するこ
とにする．
Juttnerらの研究 [70]は，体系的に SCRを考察した最初の論文であると言える．Juttner
らは，March and Shapira[71]によるリスクの定義を参考に，SC機能要素を取り入れて拡
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張を行い，SCRを供給と需要のミスマッチによる影響とその発生確率であると定義して
いる．Zsidisin[72]は，Juttnerらと同じようにリスクの要素である発生確率とインパクト
の大きさに着目し，SCの失敗と事故が起きる可能性及びそれが関連企業に及ぼす財務的
損失と定義している．しかし，Juttnerらと違い，Zsidisinは SCRのマイナス面を強調し，
望ましくない事象であるとしている．
SCR発生時のインパクトのみに着目した研究もある．例えば，Manuj and Mentzer[73]
は，SCRは量的損失と質的損失の両方から構成されるとし，量的損失は財務損失，質的損
失は顧客からの信頼失墜，サプラヤーとのビジネス関係の破綻を用いて SCRを測定する
ことを提案している．Pfohlら [74]は，SCRを「部品・情報のフロー，ファイナンスネッ
トワーク，及び社会ネットワークから生じる障害である」とし，その悪影響には，企業の
業績悪化，顧客価値墜落，生産コストの増加，調達時間の遅れ，製品品質の低下があり，
さらにその悪影響は SC全体に波及する特徴があることを指摘している．またKersten ら
[55]によると，SCRは SCにおけるビジネス活動が妨害されることであるとし，Kersten
らは SC全体のサービスレベル，適応力，及び関連コストを用いて SCRを評価すべきと
主張している．
発生確率とインパクトの大きさ以外についても幾つかの研究がある．例えば，Ghadge
ら [75]は，「SCRは SC途絶の原因として，サプライネットワーク全体の効率性に影響を
与える」と指摘しており，Craneld School of Management[76]では，「SCRは SCの脆弱
性であり，SCにおける正常な活動を妨げ，コストを増加させ，さらには SCの途絶を引
き起こす原因である」としている．
2.1.3 サプライチェーンリスクの特徴
(1)普遍性と客観性
近年，グロバール経営やコアコンピタンス経営の発展と共に，SCは広く長くなってお
り，ネットワークとして複雑に挙動している．従って，SCMにおいて SCRを無視するこ
とはできない．Tang and Musa[77]は，(1) 製品ライフサイクルの短縮と顧客需要の多様
化，(2) グローバル化の進行とともにアウトソーシング生産方式の普及，(3) リーン生産
方式の普及，および (4)情報・通信技術 (ICT)の普及，といった 4つの項目から SC脆弱
性の高まりを解説している．また，Moeinzadeh and Hajfathaliha[78]が述べたように，リ
スクのない SCは存在しないと思われる．
一部の SCRについては，それを定量的に把握することができる [49]．例えば，SCRは
損失の発生確率とインパクトの積で表すことができ，本研究ではこれをリスクの客観性と
呼ぶことにする．また，この数十年間，FMEA(failure mode eect analysis)，CBA(cost
benet analysis)，RBA(risk benet analysis)などのツールが開発され，SCRを定量的に
評価する方法として有力なツールが存在している．測定できるものはマネジメントできる
[79]という見地から，SCRはマネジメントできると言える．
(2) 相互接続性と波及性
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Chopra and Sodhi[80]によると，SCRは常に因果関係を持っており，SCが物流，商流，
金流でつながっているために，SC上で波及して行く．例えば，中越沖地震の時，エンジ
ン部品のピストンリングと変速機部品のシール材を納入しているリケンの柏崎工場が被
災したため，トヨタ，日産などの大手自動車メーカーの車組み立てラインが一時操業停止
に追い込まれたことがあり，相互接続性と波及性の典型例であると言えよう．
近年，SCはグローバル化しており，多くの製造業者，運輸業者，倉庫業者，流通業者，
販売業者の協業により，製品サービスを顧客に届けるようになっている．実世界における
SCでは複数の業者が複雑につながっており，それぞれが一定の脆弱性を持ち，そのため
小さなリスクでも SC上に波及していく過程においてそのインパクトが増幅し，システム
全体の脆弱性が大きくなってしまう場合がある [45]．代表的な例として，1997年 2月 1日，
大手自動車部品メーカであるアイシン精機の刈谷工場の中央生産ラインから出火し，初期
対応が遅れたため火災が拡大し，トヨタ向けのプロポーショニング・バルブ生産が完全に
停止し，トヨタに減産７万台の損失を与えたのである．
(3) 複雑性と多様性　
１つの SCRには複数の原因があり，１つの原因には更に複数の原因があるという錯綜
した複雑な構造を SCRの複雑性と呼ぶことにする．Kraljic[62]は，資源の枯渇や原材料
の稀少，供給市場での政治混乱や政府介入，競争激化，技術変化の加速により，現代企業
は前例のない複雑性に対応せざるを得なくなっていると指摘している．
リスクの原因をリスクドライバーと呼ぶことがある [14]．リスクドライバーは，直接・
間接要因，内部・外部要因など多種多様であり，森泉ら [1]は，既存研究に頻繁に現れる
SCRドライバー 40種類を SCの機能とプロセスの２つの観点で分類している．また，ハ
ンドフィールドとマコーマック [81]はリスクマップを作成し，財務リスク，災害リスク，
オペレーショナルリスク，戦略リスク，及び企業リスクの５つの分野から，約 70種類の
SCRドライバーをリストマップし，SCRの多様性を解説している．
2.2 サプライチェーンリスクの分類と体系化
2.2.1 既存研究におけるサプライチェーンリスクの分類
既存研究を整理すると約 30種類のリスク分類方法がある．しかし，良く吟味すると中
には類似した方法が多く見られることから，筆者は 30種類を 14種類にまとめ，これをも
とに SCRの分類と体系化を行った．
Davis[82]は生じるリスクを納期遅れ，機械故障，オーダーキャンセルと在庫増加に分
類しており，Pearsonら [83]は，中国に生産拠点を移した企業に注目して SCRをサプラ
イヤーによる責任感の欠如と納品信頼性の欠如の 2種類に分類している．Smeltzer and
Siferd[65]は，取引コストとリソースの依存関係をSCRとして取り上げ，Mason-Jones and
Towill[84]は，供給リスク，生産プロセスリスク，コントロールシステムリスク，及び需要
リスクに分類している．また，Svensson[85]は，川上企業の部品，原材料の供給不足を引
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き起こす量的リスク，SC全体の部品，原材料の供給不足を引き起こす質的リスクに分類
している．
2000年以降，自然災害だけでなく，テロ攻撃，ストライキ，PCウィルスなどの人災も
増えており，SCの外部に生じるリスク事象をリスク分類に取り入れる研究が増えている．
Juttnerら [70]は，自然災害，社会・政治の不安などである環境リスクを始めて取り上げ，環
境リスク，ネットワークリスクと組織リスクという分類方法を提案している．Christopher
and Peck[31]は，SCのプロセスに着目し，SCRを需要リスク，供給リスク，プロセスリ
スク，コントロールリスクと環境リスクに細分し，Juttnerらの研究を拡張している．
Gaonkar and Viswanadham[86]は，SC内在的リスクとSCの構造変化を引き起こす人災・
自然災害などのSC全体を途絶させる想定外リスクに分類している．Chopra and Sodhi[80]
は，納品遅れ，途絶，システムリスク，予測リスク，調達リスク，知的財産権リスク，顧
客数と購買力リスク，在庫リスクとキャパシティリスクなど，9つのタイプに分類してお
り，Kleindorfer and Saad[87]は SCRを供給と需要のミスマッチによるリスクと途絶リス
クとし，また途絶は，偶発的なオペレーショナルリスク，自然災害リスクと社会的リスク
に分類している．
Tang and Tomlin[88]は，SCRを供給リスク，需要リスク，知的財産権リスク，プロセ
スリスク，企業・従業員行動リスク，社会・政治リスクに分類している．Moeinzadeh and
Hajfathaliha[78]は，「リスクの分類索引」を作成し，SCRを計画とコントロールリスク，
需要リスク，供給リスク，プロセスリスクと環境リスクに分類している．また，Oke and
Gopalakrishnan[89]は，SCRを供給リスク，需要リスクとその他のリスクに分類してお
り，Pfohlら [74]は，全てのプロセスリスクとコントロールリスクを含む特定の企業内に
潜んでいるリスク，供給リスクと需要リスクを取り入れた企業外のサプライチェーンの中
に潜んでいるリスク，及び人災と自然災害を含む SCの外部に潜んでいるリスクに分類し
ている．
2.2.2 サプライチェーンリスクの分類方法の体系化
前節の文献研究をもとに，ここでは SCRをポジションと属性の 2つの視点から 2階層
に分類し，図 2.2.1に表すような階層モデルとして体系化を行う．
(1) 第一階層
SCRに対して１つの下の階層であり，企業内リスク，企業外リスク，環境リスクを含め
た 3つのポジション
(2) 第二階層
SCRに対して 2つ下の階層であり，在庫リスク，オペレーショナルリスク，戦略リスク，
供給リスク，需要リスク，人災，自然災害を表す 7つの属性
また，14種類の既存の SCR分類方法との関連属性にチェックを入れる方法で，既存研
究と提案体系化モデルとの関係を示した（表 2.2.1参照）．
14
注：OPリスク＝オペレーショナルリスク
図 2.2.1: SCRの体系化
企業内リスクは，在庫リスク，オペレーショナルリスク，戦略リスクが含まれている．
在庫リスクは，死蔵在庫による廃棄損失，在庫不足による機会損失を表し，特に「出来
ちゃった在庫」が問題になっている．オペレーショナルリスクは，狭義的には，事務ミス，
システム障害などにより損失を被るリスクを指し，広義的には，狭義的リスクに加えての
他従業員の不正，コンプライアンス体制の不備，災害などによりオペレーションが中断し
て被る損失，さらにそれらに伴う評判の低下，訴訟などを受けるリスクのことを指すと定
義できる [90]．これには，製品の設計・製造・流通などのプロセスに伴う損失であるプロ
セスリスク，意思決定の失敗などによって引き起こす損失であるコントロールリスクも含
まれる．戦略リスクは，策定された商品企画，事業計画，設備投資などの経営戦略そのも
のに欠陥があるか，或いは想定された戦略の条件と現実にズレが生じることにより発生す
るリスクである．
企業外リスクは，企業間の相互作用によるリスクであり，主に供給リスクと需要リスク
に分類できる．供給リスクは，サプライヤーのビジネスの失敗，製品の品質不良，サプラ
イヤーの設備能力不足，技術革新の遅れ，製品デザインの突然変更などの原因により，部
品やサービスの供給が途絶するリスクである．供給リスクについて，Kraljic[62]は，重要
部材やコンポーネントの長期供給を確保し，供給障害を防ぐために供給側から生じる不
確実性に対策を事前に考案すべきであると主張している．需要リスクには，顧客企業の倒
産，物流の途絶，突発的需要などに起因する需要の急変や製品の供給と顧客の需要のミス
マッチなどである．
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表 2.2.1: SCRの分類の体系化
企業内リスク 企業外リスク 環境リスク
在庫リスク OPリスク 戦略リスク 供給リスク 需要リスク 人災 自然災害
Davis(1993) × × ×
Pearson et al．(1998) × ×
Mason-Jones and Towill(1998) × × ×
Smeltzer and Siferd(1998) × ×
Svensson(2000) × × ×
Juttner et al．(2003) × × × × ×
Christopher and Peck(2004) × × × × × × ×
Gaonkar and Viswanadham(2004) × × × ×
Chopra and Sodhi(2004) × × × × × × ×
Kleindorfer and Saad(2005) × × ×
Tang and Tomlin(2008) × × × ×
Moeinzadeh et al．(2009) × × × × × ×
Oke and Gopalakrishnan(2009) × ×
Pfohl et al．(2010) × × × × × ×
注：OPリスク＝オペレーショナルリスク
環境リスクは自然災害，経済，政治，社会の不確実性により生じるリスクと定義するこ
とができる．環境リスクは，SCの外部で発生する天災や人災のリスクであるが，SC内部
にも大きな影響を与える [70]．環境リスクの影響は，近年 SCのグローバル化に伴い，局
所的な途絶がドミノ現象的に SC全体に広がっていく傾向がある．
2.3 サプライチェーン途絶リスクマネジメント研究の分類
2.3.1 サプライチェーン途絶リスクマネジメントのプロセスの分類
SCDRMは，途絶リスクの発生可能性と影響を最小にすることを目的としている．SC-
DRMの研究は，SCのプロセスに着目した場合，(1)途絶リスク特定，(2)途絶リスクの
評価，(3)途絶リスクのコントロール，及び (4)途絶リスクからの回復に大別でき，ここ
ではそれぞれの既存研究を概観し，特徴を分析する．
途絶リスクの特定は，SCに潜んでいるリスクドライバーを洗い出すプロセスであり，
SCDRMの第一歩である [91]．この段階では定性的な手法が良く使われており，実証的研
究も少なくない ([89]，[91]～[94])．
途絶リスクの評価は，洗い出されたリスクドライバーをインパクトの大きさと発生確率
を測定するプロセスである．既存研究においては，リスクマッピングが多く使われている．
例えば，Hallikasら [95]はリスク発生確率を，(1) とても起こりそうもない，(2) 起こりそ
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うもない，(3) 起こり得る，(4) 可なり起こり得る，の 4つのカテゴリーに分類し，リスク
インパクトの大きさを，(1) 取るに足りない，(2) 小さい，(3) 深刻，(4) 破壊的，の 4つ
のカテゴリに分類したうえで，発生可能なリスクを総合的評価している．一方，Norrman
and Jansson[96]はリスクの影響を視覚的に分かりやすく表示する方法として，発生確率
を浅い色，普通，深い色の 3種類に，また，インパクトをその大きさにより，赤色，オレ
ンジ色，黄色，緑色の 4色に分け，色の組み合わせによりリスクの影響を表示することを
提案している．
途絶リスクコントロールは，途絶リスクの発生を防止し，発生した場合にはその影響を
最小限に抑えるプロセスである．既存途絶リスクコントロール関連研究を分析すると，こ
れらのモデルは手法として分類した場合，(1) リスク移転，(2) リスク軽減，(3) リスクテ
イク，など 3種類に分類することができる ([80]と [97]～[100])．
途絶リスクからの回復は，SCの被災から迅速に復旧するプロセスである．SCの回復力
を高めるために，She[36]は冗長性，柔軟性，およびRMの企業文化の 3つの要素が必
要であると主張している．そのうち，冗長性は余分の在庫を持つことや，輸送のマルチ
モード化，そして情報システムの多重化などを意味し，被災時に素早くほかのモードに切
り替えることにより，システムの機能低下を回避または迅速に復旧するためである．SC
の柔軟性を高める方法には，汎用部品を多く使うことや並行作業を増やすことなどの方法
が挙げられる．また，リスクマネジメント型企業文化が良好な企業では，従業員が普段か
ら危機感を持って仕事をしており，破壊的なリスクが発生しても早急に回復するシステム
的な能力を備えていると言える．途絶リスクからの回復には，She による 3つの構成要
素の他にも，再構築，俊敏性，堅牢性などの分類や方法が提案されている ([101]～[104])．
2.3.2 サプライチェーン途絶リスクマネジメント研究手法の分類
また，SCDRMの研究は，その研究手法に着目した場合，(1)概念的研究，(2)実証的研
究，および (3)定量的研究の 3つに大別でき，ここではそれぞれの既存研究について概観
し，特徴を分析する．
概念的研究の多くは SCDRMに関する基礎概念を明確にすることを目的としている．例
えば，Juttnerら [70]は SCRに関する諸概念を概観し，研究の方向・課題を提示している．
Manuj and Mentzer[73]は，SCのグロバール化により生じるリスク，及び対処法を考察
している．概念的研究には，リスクマネジメントの手法を調査した研究もある．Gaonkar
and Viswanadham[86]は，SCにおけるリスクを逸脱，途絶とタカストロフィックの 3種
類に分類し，戦略，戦術とオペレーションの 3つのレベルでそれらのリスクの対処方法を
提案している．Cucchiella and Gastaldi[105]は，SCRによる損失を最小に抑えるための
フレームワークを構築し，SCの柔軟性を強化することで損失の発生確率を効果的に抑え
ることができる，“ Risk Option”というアプローチを提案している．
実証的研究は，文献研究と事例研究を含む．筆者の調査において，今までの SCDRMに
関する研究論文で実証的研究が最も多いことが分かった．例えば，文献研究の代表例とし
て，Tang and Musa[77]，Ghadgeら [75]，Meixell and Gargeya[106]，Singhalら [107] な
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どが挙げられる．これらの研究は，SCDRM分野に関する文献をレビューし，年代別に発
表された論文数，リスク分類手法，SCDRM手法など様々な視点から SCDRMを概観し
たものである．また，事例研究においては，電子部品産業，自動車産業，玩具産業，化学
産業など多くの産業の事例が報告されており，リスクに対処するための方法が提案されて
いる ([83]，[87]，[96]，[108]）．
SCDRMに関する定量的研究には，Wu et al．[109]，Chan and Kumar[110]，Levary[111]
らによるAHP法を用いた研究，Han and Chan[112]，Datta et al．[113]，Sohn and Lim[114]，
Colicchia et al．[115]などによるシミュレーション手法を用いた研究，Li et al．[116]，Hen-
net and Arda[117]などによるゲーム理論を用いた研究，Tomlin[118]によるマルコフ連鎖
とDeleris et al.[119]によるGSMP（Generalized Semi-Markov Process）などを用いた研
究がある含まれる．
今までの SCDRMの研究には，概念的，実証的研究が多く，全体の 78% を占めている
[99]．概念的研究においては Juttnerら [70]の研究が代表的であり，分野全体に研究の土
台を作り上げたといっても過言ではない．一方，定量的研究はまだ少なく，研究が始まっ
たばかりであると言える．
2.4 まとめ
本章では，リスク，SCR，及び SCDRMの３つの視点で文献調査を実施し，それぞれの
特徴を分析し，体系化を行った．筆者は 92 本の論文をピックアップし，文献レビューを
実施しながらリスク，SCR，SCDRM の 3 つのカテゴリーに分類すると同時に，定義や
分類の特徴を抽出し，体系化を行った．そのうち，特にリスクについては，(1) リスクの
普遍性，(2) 客観性と主観性の併存，および (3) 損失と利益の併存，の 3つの特性をまと
め，また，SCDRMの基礎となる SCRについては，(1) 普遍性と客観性，(2) 相互接続性
と波及性，(3) 複雑性と多様性，の 3つの特性をまとめ，さらに，SCRの分類体系化にお
いては，内部，外部，および環境からなる第 1階層 (ポジション)，および，在庫リスク，
オペレーショナルリスク，戦略リスク，供給リスク，需要リスク，人災，自然災害からな
る第 2階層 (属性)で構成される体系化モデルを構築し，既存研究と提案体系化モデルと
の関係を示した．
SCDRM研究については，プロセスと手法についてそれぞれ，(1)途絶リスク特定，(2)
途絶リスク評価，(3)途絶リスクコントロール，および (4)途絶リスクからの回復，の 4つ
のプロセス，および (1) 概念的研究，(2) 実証的研究，および (3) 定量的研究，の 3つの
手法に分類して既存研究を概観し，特徴を分析した．その結果，いままでの SCDRM研
究においては概念的研究および実証的研究が多い点，そして定量的研究は始まったばかり
であることが分かった．
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第3章 震災時のサプライチェーン業務停
止期間リスクの解析
3.1 はじめに
1995年の阪神淡路大震災以降，日本では地震が相次ぎ，国内を拠点とする多くの企業
にとって，地震は SCの業務継続を脅かす重要なリスクとなっている．今後のも数十年内
には，首都直下型地震，南海トラフ地震，東海地震などの巨大地震が起こる確率は極めて
高く，企業は地震リスクを避けることができない．このような状況に対し，地震などの途
絶リスクによる業務停止の影響を軽減する仕組みとして，SCDRMが提唱されている．
2007年の中越池地震や 2011年の東日本大震災では，被災地の多くの工場が地震によっ
て生産停止に陥ったため，そこから原材料や部品を調達していた工場も連鎖的に業務を停
止し，SC途絶が起こった．他社の被災が自社にどのような影響を及ぼすかを事前に評価
することは途絶リスクを減らすために非常に重要であり，その意味で途絶リスクを定量的
に評価することは SCDRMにおいて最初に取組むべき重要な課題である．
しかし，従来の単体施設、単ステージ SC モデル（供給者と顧客）での定量化手法では
限界があり，SC全体を対象とする拠点・施設の業務停止期間を推定する手法が求められ
ている．そこで，本章では全国，及び対象地域での発生が想定されるシナリオ地震に対し
て SC全体を考慮に入れて業務停止期間を求め，その結果をもとに途絶リスクによる SC
の業務停止期間の推定手法を構築する．
3.2 業務停止期間の定量化手法の構築
本節では，既存研究に基づいて，シミュレーションに用いる距離減衰式，計測震度の求
め方，及び業務停止期間の予測式を示す．
3.2.1 計測震度の求め方
工学的基盤における最大速度の距離減衰式
SCの業務停止期間を算出するためには，将来発生する地震による地震動強さを予測して
おくことは重要である．地震動の強さを予測するには，距離減衰式が従来からしばしば用
いられている．ここでは，司，翠川 [120]が提案した距離減衰式を採用する（式 3.2.1）．　
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logPGV = b  log (X + c)  0:002X (3.2.1)
ここで，PGVは地震動最大速度，Xは断層最短距離である．係数ｂ，ｃは式 3.2.2と式
3.2.3の回帰分析により求められる．
b = aMw + hD +
X
diSi + e+ " (3.2.2)
c = 0:0028  100:5Mw (3.2.3)
ここで，Mwはモーメントマグニチュード，Dは震源の深さ（ｋｍ），Sは断層タイプ，
eは定数項，"は標準偏差を其々表す．求められた距離減衰式の各係数の値は表 3.2.1とな
る．
表 3.2.1: 距離減衰式の各係数の値
a h d e
地殻内地震 プレート間地震 プレート内地震
0.58 0.0038 0 -0.02 0.12 -1.29
地表における最大速度の評価
地表における最大速度PGV400は，工学的基盤での最大速度PGVに対して，別途算定さ
れている工学的基盤から地表までの地盤増幅度を乗じることにより得られる [122]．
地盤増幅率とは，地表面近くに堆積した地層の地震時の揺れの大きさを数値化したもの
で，地震に対する地盤の弱さを示す [121]．このデータは，防災科学研究所が公開してい
るシステム，地震ハザードステーション (以下 J-SHIS)の日本全国の地震ハザードの共通
情報基盤として利用されている J-SHIS MAPから入手できる [121]．
計測震度の算出
計測震度は，翠川，藤本，松村 [122]が示している最大速度と計測震度との関係式（式 3.2.
４）を用いて計算する。
I = 2:68 + 1:721logPGV400(0:21) (3.2.4)
ここで，Iは計測震度，PGV400は地表における最大速度である．
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3.2.2 業務停止期間の算出
SCの業務停止期間には，鹿島建設，永田 [123]が示している計測震度と事業所の機能支
障日数の関係式を用いて求められる．業務停止期間の予測式としては，未定係数C，μ，
σを用いた式 3.2.5を用いる．また，任意の計測震度に対する業務停止期間のばらつきは
式 3.2.6と式 3.2.7の対数正規分布と仮定する．なお，式 3.2.5 式 3.2.7の未定係数C，μ，
σ，ζは，準ニュートン法により式 3.2.8の対数尤度が最大になるように求める．
R(IJMA) = C  (IJMA   

) (3.2.5)
f(R(I)) =
1p
2   Re
1
2
( lnR 

)2 (3.2.6)
 = ln(RI)  1
2
2 (3.2.7)
ln(L(C; ; ; ;R(I))) =
nX
i=0
ln(f(Ri(I))) (3.2.8)
ただし，
Iは計測震度，
Ф ()は標準正規確率分布関数，
R(I)は計測震度 Iにおける機能支障日数の平均値，
C，μ，σは式 3.2.8によって求める未定係数，
f()は計測震度 Iにおける事業中断日数の確率分布 (対数正規分布を仮定)．
式 3.2.5においてR(I)が求められるので，f()の平均値λが式 3.2.6によって求められ
る．式 3.2.8の L()は尤度であり，I，R(I)を用いて計算した f()から求める．
鹿島建設，永田 [123]が試算した計測震度の説明変数とする事業停止期間の予測式の結
果を次表に示す．なお本研究では，製造業の SCを想定してシミュレーションを行うので，
次表の製造業のパラメータを用いた．
表 3.2.2: 事業停止期間の予測式の係数
分類 C μ σ ζ
製造業 20.4818 5.750 1.000 1.372
非製造業 17.128 6.151 1.000 1.306
大企業 16.739 5.750 1.000 1.406
中小企業 23.375 5.750 1.000 1.114
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3.3 シミュレーションモデルの構築
本研究ではシミュレーション手法を用いて，シナリオ地震による SC業務停止期間を推
定し，SCの生産施設の配置方法，発注方式，及び連結性が業務停止期間への影響を考察
する．なお，本研究で用いた業務停止期間は，SCの正常な生産活動を再開するまでの期
間と考えられるため，復旧する期間も含まれている．シミュレーションには構造計画研究
所のArtisocを用いた．
3.3.1 シナリオ地震の設定
本章では，日本で想定される数多くの地震を対象として，発生確率で分かったうえでシ
ナリオ地震として発生させる．シナリオ地震については，J-SHISより，日本における主
要活断層及び海溝型地震の中から，今後 30年間でその断層若しくは海溝プレートの沈み
込みによって発生する確率が１％以上である 36の地震を選択した (表 3.3.1)．
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表 3.3.1: 各地震のパラメータ
断層名（地震名） 緯度 経度 震源深さ (km) マグニチュード（Mw) 発生確率 (％)
1 首都直下型 139.88 35.63 10 8.5 83
2 南海地震 133.94 33.56 20 8.4 61.90
3 東南海地震 136.65 34.43 20 8.1 72.00
4 想定東海地震 138.33 35.23 20 8 87.50
5 糸魚川－静岡構造線断層帯　 36.54 137.88 15 7.4 14.40
6 阿寺断層帯主部北部 35.84 137.22 17 6.4 8.45
7 三浦半島断層群主部武山断層帯 35.18 139.76 5 6.5 8.37
8 神縄・国府津－松田断層帯 35.36 139.16 10 6.9 4.37
9 黒松内低地断層帯 42.75 140.24 11 6.8 3.66
10 境峠・神谷断層帯主部 35.85 137.90 13 7 3.49
11 奈良盆地東縁断層帯 34.51 135.86 16 6.9 3.05
12 周防灘断層群主部 33.66 131.39 10 7 2.93
13 上町断層帯 34.41 135.42 14 7 2.89
14 十日町断層帯西部 37.27 138.73 17 6.8 2.87
15 安芸灘断層群主部 34.12 132.42 20 6.6 2.81
16 中央構造線断層帯和泉山脈南縁 34.42 135.62 15 7.1 2.53
17 高田平野東縁断層帯 36.96 138.36 17 6.7 2.48
18 糸魚川－静岡構造線断層帯　南部 35.81 138.27 10 7.3 2.47
19 大分平野－由布院断層帯西部 33.29 131.45 13 6.3 2.47
20 山崎断層帯主部南東部 34.78 135.00 14 6.7 2.25
21 山形盆地断層帯北部 38.68 140.33 12 6.8 2.18
22 警固断層帯南東部 33.66 130.31 10 6.7 1.94
23 邑知潟断層帯 36.67 136.76 16 7 1.92
24 櫛形山脈断層帯 38.15 139.44 15 6.4 1.87
25 三浦半島断層群南部 35.12 139.75 13 7 1.86
26 温見断層南東部 35.80 136.48 17 6.6 1.75
27 雲仙断層群南東部 32.73 130.52 20 6.6 1.65
28 琵琶湖西岸断層帯 35.48 135.99 19 6.6 1.57
29 立川断層帯 35.66 139.45 13 6.8 1.35
30 霧訪山－奈良井断層帯 35.92 137.77 18 6.7 1.35
31 新庄盆地断層帯東部 38.62 140.35 15 6.6 1.27
32 雲仙断層群北部 32.73 130.06 16 6.8 1.24
33 山形盆地断層帯南部 38.41 140.24 18 6.8 1.19
34 曽根丘陵断層帯 35.52 138.50 11 6.8 1.19
35 砺波平野断層帯東部 36.45 136.95 12 6.6 1.09
36 大分平野－由布院断層帯東部 33.26 131.75 10 6.7 1.03
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3.3.2 サプライチェーンの構造
生産施設の配置方法
シミュレーションに用いた SCは 3階層，12施設に構成されている．その生産施設の配
置方法については，図 3.3.1,図 3.3.2と図 3.3.3になる．また，各生産施設の経緯度と地盤
増幅率は表 3.3.2，表 3.3.3と表 3.3.4に示している．経緯度に関しては，10進数表記に変
換を行ったものを示す．地盤増幅率は防災科学研究所の J-SHIS MAPにてデータを取得
する．
配置 1: 東京都近辺型（座間，小田原，厚木，太田，津久井，相模原，江戸川，追浜，湘
南，武蔵野，横浜，品川）
配置 2: 太平洋型（湘南，埼玉，小田原，追浜，甲府，浜松，富士吉田，品川，名古屋，厚
木，横浜，沼津）
配置 3: 全国型（千葉，福島，沼津，横浜，日立，小田原，北九州，長野，名古屋，浜松，
神戸，島根）
図 3.3.1: 東京都近辺型サプライチェーン構造
24
表 3.3.2: 東京都近辺型の施設の経緯度と地盤増幅率
施設名 緯度 経度 地盤増幅率
津久井工場 35.59 139.21 0.67
相模原工場 35.56 139.34 0.94
江戸川工場 35.72 139.87 2.41
追浜工場 35.32 139.64 1.48
湘南工場 35.34 139.35 1.44
武蔵野工場 35.66 139.48 1.22
横浜工場 35.48 139.66 2.07
品川工場 35.63 139.75 2.23
小田原工場 35.27 139.16 1.36
厚木工場 35.45 139.34 1.37
太田工場 35.60 139.71 1.58
座間工場 35.49 139.43 1.40
図 3.3.2: 太平洋型サプライチェーン構造
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表 3.3.3: 太平洋型の施設の経緯度と地盤増幅率
施設名 緯度 経度 地盤増幅率
湘南工場 35.34 139.35 1.44
埼玉工場 36.17 139.57 2.25
小田原工場 35.27 139.16 1.36
追浜工場 35.32 139.64 1.48
甲府工場 35.59 138.53 1.95
浜松工場 35.33 139.90 2.12
富士吉田工場 35.46 138.53 1.27
品川工場 35.63 139.75 2.23
名古屋工場 35.21 136.96 2.12
厚木工場 35.45 139.34 1.37
横浜工場 35.48 139.66 2.07
沼津工場 35.15 138.83 1.24
図 3.3.3: 全国型サプライチェーン構造
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表 3.3.4: 全国型の施設の経緯度と地盤増幅率
施設名 緯度 経度 地盤増幅率
福島工場 37.20 140.40 1.44
小田原工場 35.27 139.16 2.25
北九州工場 33.94 130.79 1.36
長野工場 36.66 138.24 1.48
名古屋工場 35.21 136.96 1.95
浜松工場 35.33 139.90 2.12
神戸工場 34.67 135.18 1.27
島根工場 35.38 132.84 2.23
沼津工場 35.15 138.83 2.12
横浜工場 35.48 139.66 1.37
日立工場 36.59 140.64 2.07
千葉工場 35.66 140.12 1.24
SCの連結性
12拠点の連結性については，直列型と並列型の 2種類の形式を採用する．
直列型は，12つの拠点間での代替性はなく，最終製品を作るまでに順次加工していく
業態を表すモデルである. 即ち，SCを構成する拠点の内の１つでも止まれば全体が停止
する形式である．
並列型は，12つの拠点間の完全な代替性があり，12つの拠点の何れかが機能していれ
ば，SCの機能は発揮される形式である．
SCの発注方式
SCの発注方式については，定期定量発注と定量発注方式を採用する．
定期定量発注とは，一定期間ごとに一定量の場合の発注管理に主なに用いられる．この
発注方式は発注量，発注時期が一定の場合の発注管理に主に用いられる．本研究において
は発注期間を毎日 (1ステップ)，発注量 (各生産施設の 1ステップでの生産量)を 1ロット
(10個)，最終製品の需要を 1日で 1ロットに設定し，生産・輸送リードタイムは表 3.3.5
である．
表 3.3.5: 生産・輸送リードタイム
第１層　生産施設 第２層　生産施設 第３層　生産施設
生産リードタイム 2日 3日 3日
輸送リードタイム なし 3日 3日
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定量発注方式は「発注点方式」とも呼ばれ，在庫量が一定量まで減少したら一定量を発
注し，適正在庫を保つ発注方式のことであり，その発注点は次式のように計算する．
発注点 =調達期間中平均使用量＋安全在庫
=１日あたりの平均使用量×調達期間
＋安全在庫
(3.3.1)
本シミュレーションでは，
 1日当たりの平均使用量：1ロット（固定）
 調達期間：生産リードタイム（3日）＋輸送リードタイム（3日)＝６日
 安全在庫：０（需要量が固定のため安全在庫を設定する必要がない)
 発注点：１日あたりの平均使用量 (１ロット)×調達期間 (６日)＋安全在庫 (0) ＝６
ロット
となる．本研究において在庫量は「有効在庫量」とし，６ロットとなった時に発注する．
3.3.3 施設の業務停止期間
各施設における，計測震度と業務停止期間の関係を次表に示す．この表は，計測震度毎
に細分化して，業務停止期間を求めたものである．なお，業務停止期間の小数点以下は
四捨五入している．各施設の計測震度を求めたうえで，次表を基に業務停止期間を決定
する．
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表 3.3.6: 施設における計測震度と業務停止期間の関係
計測震度 業務停止期間
4.0以上 4.5未満 1日
4.5以上 4.7未満 2日
4.7以上 5.0未満 3日
5.0以上 5.2未満 4日
5.2以上 5.3未満 5日
5.3以上 5.4未満 6日
5.4以上 5.5未満 7日
5.5以上 5.6未満 8日
5.6以上 5.7未満 9日
5.7以上 5.8未満 10日
5.9以上 5.95未満 11日
5.95以上 6.0未満 12日
6.0以上 6.1未満 13日
6.1以上 6.3未満 14日
6.3以上 6.5未満 15日
6.5以上 6.6未満 16日
6.6以上 6.8未満 17日
6.8以上 18日
3.4 シミュレーション実験
シナリオ地震を発生させ，東京近辺，太平洋，及び全国に生産施設を配置した 3タイプ
の SCの業務停止期間を其々に算出する．そして，SCの発注方式と連結性が業務停止期
間への影響を考察するため，「定期定量の直列型 SC」，「定量発注の直列型 SC」と「定量発
注の並列型 SC」の 3つケースを分けてシミュレーション実験を行う．
実験期間は 80ステップとし，0ステップはシナリオ地震データを読み込み，１～29ス
テップは地震前の平常生産であり，各生産施設は正常に発注・生産・出荷を行う．30ス
テップではシナリオ地震を発生させ，各生産施設の計測震度と業務停止期間を算出し，31
～79ステップは地震後の復旧生産であり，業務停止期間中の生産施設は生産・出荷を一切
行わない．80ステップでは実験が終了する．生産施設の配置による業務停止期間への影
響を考察するため，３つのケースとも東京近辺型，太平洋型，及び全国型に其々1000回
のシミュレーションを行う．
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図 3.4.1: 実験の結果
3.4.1 シミュレーションの結果
実験の結果を図 3.4.1に示す．図 3.4.1から分かるように，定量発注の方が定期定量発注
に比べて業務停止期間が短くなる．定量発注がより多くの在庫をもっていること、及び復
旧時にもまとまった数の発注をできることは主因である．
また，図 3.4.1から，直列型においては東京近辺が全国型に比べ，業務停止期間は短く
なると分かる．その理由は，直列型により，施設が全国に散らばるほど多くの地震に対し
てどこかの施設が被災する可能性が大きくなり，１つの施設の被災が SC全体に影響与え
てしまうのである．逆に，並列型においては全国の方が短くなる．これは，１つの生産施
設が被災しても他の施設でその生産分を補うという並列モデルの長所が機能しているか
らである．
3.5 おわり
本章では，途絶リスクによる SC業務停止期間を推定するシミュレーションモデルを構
築している．
具体的には，シナリオ地震を発生させ，東京近辺，太平洋，及び全国に生産施設を配置
した 3タイプの SCの業務停止期間を其々に算出する．そして，SCの発注方式と連結性が
業務停止期間への影響を考察するため，「定期定量の直列型 SC」，「定量発注の直列型 SC」
と「定量発注の並列型 SC」の 3つケースを分けてシミュレーション実験を行い，その結
果，全国に生産施設が配置されている並列型 SCは，直列型 SCに比べて業務停止期間が
短いことを示している．
30
第4章 サプライチェーンレジリエンスモ
デルの構造分析1
4.1 はじめに
経済のグローバル化に伴い，生産を海外の拠点へ外部委託する企業が増えてきたため
に，SCは長くなり，ノードの数も増え，ネットワークの複雑さが幾何級数的に増やして
おり，需要のリスクに加えて，供給のリスク要因が多くなっている．2000年以降，9.11の
ような大規模テロ事件，SARSのような伝染病の流行，リーマンショックのような金融危
機，あるいは自然災害のような可能性は低くても，一度起こると甚大な損失を及ぼす出来
事が増えている．
このような天災と人災のような途絶リスクに対処すべく，体系的な SC途絶リスク対策
の構築に関する研究が注目を浴びるようになっている．特に，3.11東日本大震災ではダイ
ヤモンド SCの存在が明らかになるなど，調達先の調達先まで把握し，被害が及ぶ前に食
い止める堅牢なサプライチェーンの構築，被害が発生した際には素早く生産能力を復旧さ
せる回復力を持ったサプライチェーンの構築，また十分な在庫を持つことで災害が起きて
もその復旧期間中被害を最小限に留める冗長性を持った SCの構築に関する研究の必要性
が出ている．
このような堅牢性，回復力，および冗長性などは SCレジリエンスと呼ばれており，海
外でも日本でも活発に研究が行われている．しかし，問題は SCレジリエンスの構造に関
する研究が始まったばかりの上に，統一した定義や構造もなく，多段階構造に関する研究
はあまりないことは現状である．例えば，Christopher and Peck[31]は SCの再構築，SC
の協調性，俊敏性とリスクマネジメント型企業文化の３つとしているのに対して，Rice
and Caniato[32]は柔軟性と冗長性の２つとしている．
そこで，本章では現在発表されている SCレジリエンスの論文に対してテキストマイニ
ングを実施し，SCレジリエンス構造の全体像を明らかにし，途絶リスクに強い SCレジ
リエンスを構築することを目的とする．
1この章の一部は“日本経営工学会論文誌”, Vol.66, No.2に掲載されている
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4.2 既存研究におけるサプライチェーンレジリエンスの構成
方法
2001年の 9.11多発テロ事件から，SCレジリエンスに関する研究が始まり，2011年の
3.11東日本大震災以降多くなっている．しかし，SCレジリエンスの定義と構造は，研究
者の調査方法や着目している視点によって異なっている．ここでは，いくつかの代表的な
SCレジリエンスの構造に関する研究を紹介する．
Muckstadtら [124]は，SCの協調性 (SC Collaboration)を強化することによって，SCの不
確実性を低減させ，SCレジリエンスを創出すると主張している．Rice and Caniano[32]は，
柔軟性 (Flexibility)と冗長性 (Redundancy)を融合させた対策を取ることにより，レジリ
エンスを強化できるとしており，Fiskel[125]は，多様性 (Diversity)，適応性 (Adaptability)
と凝集力 (Cohesion)を取り上げている.
Christopher and Peck[31]は，体系的に SCレジリエンスを考察した最初の論文である
と言える．Christopher and Peckは，各分野におけるレジリエンスの構造を考察し，SC
の再構築（SC Re-engineering），SCの協調性，俊敏性 (Agility)とリスクマネジメント型
企業文化 (Risk Management Culture)を提唱している．Lee[126]は，途絶への反応力であ
る俊敏性，市場構造と戦略転換に伴う適応力，SCの協調性を取り上げ，効率的な構造方
法を提案している．また，She[33]は SCレジリエンスの増強によって SCの競争優位の
向上が期待できると主張し，冗長性の強化，柔軟性の向上とリスクマネジメント型企業文
化の定着の構成方法を提唱している．
Ponomarov and Mary[103]は，制御システム (Control System)，整合力 (Coherence)
と連結力 (Connectedness)を提案している．Juttner and Maklan[104]は，柔軟性，速度
(Velocity)，見える化 (Visibility)と SCの協調性を取り上げており，Deloitte[127]は，見え
る化，柔軟性，制御システムと SCの協調性を取り上げている．Ilmola and Casti[30]は，
「Seven Shocks and Finland Project」のケーススタディを通じて適応性，俊敏性と融合性
(Assimilation)を提案している．また，WEF[27]は，国家レベルに着目し，多様なグロー
バルリスクを低減させるための堅牢性，冗長性と臨機応変性 (Resourcefulness)を提唱し
ている．
本章では，これらの既存研究をもとにテキストマイニングを行うことで，できるだけ客
観的に SCレジリエンスの構成要素を抽出し，さらにその構成要素を構成する要素を明ら
かにすることで，SCレジリエンスの多段階構造モデルを構築することを目的とする．ま
た，本研究はあくまで既存研究のテキストから SCレジリエンスの構成要素を抽出し，構
造モデルを構築することが目的であり，既存研究の真偽について議論するものではない．
4.3 研究方法
本章ではテキストマイニング手法を用いて，既存研究における SCレジリエンスの構成
要素，及びその構成要素のさらなる構成要素を抽出し，SCレジリエンスの多段階構造モ
デルを構築する．
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SCレジリエンスに関する研究については，Science Direct, EBSCO, Academic Journals,
Inter Science, Emerald, IEEE Xplore, Oxford Journals, Springer Linkの８つのアカデミッ
ク論文誌データベースから 2014年までに発表された 100本の英語論文を選択し，全てテ
キストに変換してデータベースを構築し，そのデータベースに対して注目語を設定しなが
ら，逐次的にデータマイニングを実施した．テキストマイニングには株式会社NTT デー
タ数理システムのVisual Mining Studio (元株式会社数理システムのTextMining Studio)
を用いた．100本の英語論文のリストを付録に参照してください．
4.3.1 関連度の指標
テキストマイニングの手順としては，まず，「Resilience」を注目語に設定し，それと関
連のある単語を抽出した．関連の度合いを判断する指標として
(1) 共起ルール数 (Kab)
(2) 信頼度 (Lab)
の 2つを選択した．
ここで，共起ルール数とは，単語 aと単語 bが同時に現れている段落の数を表し，以下
の式で計算される．
Kab =
NX
i=1
Xabi (4.3.1)
但し，i段落目で単語 aと単語 bが同時に出現していれば,
Xabi = 1
となり, さもなければ
Xabi = 0
となる．従って，Kabは全段落数Nまでに aと bが何回同時出現したかを表す指標である
ことがわかる．
また，信頼度とは，単語 bに対する単語 aの信頼度を表す指標であり，単語 bが出現し
たときに同段落中に単語 aが出現する頻度を集計し，次式で計算することができる．
Lab = Kab=(
NX
i=1
X bi ) (4.3.2)
ここで i段落目で単語 bが出現していれば
X bi = 1
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となり，さもなければ
X bi = 0
となり，Kabは (4.1)式で定義したように，単語 aと単語 bが同時に出現する回数を表す．
分子は共起ルール数，分母は単語 bが出現する段落数を表しており，信頼度は bが出現
したとき aも出現する確率を表している．
分析では，「Resilience」を注目語とした時の共起ルール数，および信頼度がそれぞれ一
定値を上回っている単語のみを注目語と関連がある要素とし，その要素単語を新しい注目
語としてさらにテキストマイニングを実施し，2段階に分けて SCレジリエンスの構造モ
デルを構築する．
4.3.2 分析の流れ
分析の流れは以下のとおりである．
ステップ１:
まず，注目語を「Resilience」に，関連用語を抽出する．関連用語の中から，共起ルー
ル数，および信頼度の値が既定の水準を上回った単語のみを抽出する．
得られた関連語の中には SCレジリエンスと関係のない単語が多く抽出されるので，そ
れらの単語については明らかに関係のない用語を１つ 1つ確認して削除し，残りの単語に
ついては共起ルール数と信頼度を用いて既定の水準を満たさない単語を削除する．
ステップ 2:
SCレジリエンスの構成要素単語を１つずつ選び，注目語に設定してもう一度テキスト
マイニングを行う．この時，Resilienceはすでに注目語としてテキストマイングが実施さ
れ，現在の注目語より上位の概念であるので，Text Mining Studio の関連語排除機能を
用いて，それを排除 (Exclude) した．
ここで，注意すべきことは，対象論文は SCレジリエンスを中心として書かれている論
文であるために，2回目のテキストマイニングにおいては SCレジリエンスの構成要素と
その関連要素が同じ段落で出現する可能性が低くなる問題があり，従って，共起ルール数
と信頼度水準を下げなければならないことである．構成要素抽出を 1回目と同じ水準で行
うとほとんどの関連用語が排除されるので，ここでは，第 2階層におけるテキストマイニ
ングにおいては共起ルール数と信頼度の水準を下げる．
4.3.3 予備分析
本節ではテキストマイニング手法と研究方法の有効性を検証するために，レジリエンス
に関する日本語論文 10本を対象に上記の分析の流れに沿って予備分析を行った．レジリ
エンスに関する日本語論文については，日本語の学術論文 (CiNiiが収録しているものに
限定)，政府公文書または政府関連または有力な民間機関の報告書など 10本の論文を選択
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した．10本の日本語論文のリストを付録に参照してください．
第一階層
第 1階層では注目語を「レジリエンス」に，共起ルール 3，信頼度 40%の基準のもとで，
「レジリエンス」と関連がある用語を抽出した．その結果，多数の関連用語の中 (図 4.3.1
参照) から上記基準を満たす単語，すなわち，「多様性」，「冗長性」，「堅牢性」，および「シ
ステム」の 4 つの要素を抽出した．
図 4.3.1: レジリエンスの関連語
しかし，Text Mining Studio のツールを用いて 4つの単語の関連性を観察した結果，「シ
ステム」だけが他の 3つの要素すべてと関連性があることが分かった (図 4.3.2参照)．こ
れは，テキストマイニングソフトでは解析できない因果関係，すなわち，「システム」が
「多様性」，「冗長性」，「堅牢性」の上位，または下位の要素になっている可能性があるこ
とを意味する．
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図 4.3.2: 第 1階層におけるテキストマイニング結果
このように，第一階層では 4つの構成要素単語が抽出されていたが，システムがあるか
らレジリエンスが高く (或は低く)なるとは言えないので，ここではレジリエンスの構成
要素として，「多様性」，「冗長性」，及び「堅牢性」の３つを選択し，「システム」について
はあとでもう一度分析することにした．
表 4.3.1にレジリエンスと３つの構成要素間の信頼度及び共起ルール数をまとめた．
表 4.3.1: 第 1階層の共起ルール数および信頼度
注目語 構成要素 信頼度 共起ルール数
レジリエンス 多様性 57.14％ 12
レジリエンス 堅牢性 54.55％ 18
レジリエンス 冗長性 40.91％ 9
第二階層
第二階層では構成要素単語を選択する基準として共起ルール数を 2に，信頼度を 10%　
にそれぞれ設定し，第一階層で選ばれた「多様性」，「冗長性」，および「堅牢性」をそれ
ぞれ注目語として設定してテキストマイニングを実施した．
但し，すでに抽出された上位概念である「レジリエンス」および第一階層のほかの構成
要素単語については，現在の注目語の下位概念にならないように，ソフトの特定単語排除
機能を用いて排除した．例えば「多様性」を注目語に設定する場合，「レジリエンス」，「冗
長性」，および「堅牢性」がテキストマイニングの結果に出現しないようにこれらの単語
を排除 (exclude)単語リストに加えた．
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(1)多様性
まず，多様性について上記の方法でテキストマイニングを実施した結果，図 4.3.3に示
すような多数の構成要素単語が抽出され，Text Mining Studioのグラフで現れる方向性
（矢印）をもとに，著者らが因果関係を分析し，上位 7単語（コミュニティ，集団，電源，
生態系，障害，エネルギー，生物），下位 7単語（コンピュータ，組み合わせ，プロジェ
クト，システム，戦略，情報通信，大規模)に分類した．
図 4.3.3: 多様性の関連語
(2)冗長性
次に，「冗長性」についても「多様性」の構成要素単語の抽出と同様な手順でテキスト
マイニングを実施し，構成要素単語を抽出し，上位グループと下位グループに分類した．
その結果，上位グループには，利益，継続，経済，適用，生産性，耐性，全体，適応など
8個の単語，下位グループには，設計，組み合わせ，移転，システム，大規模，余剰，多
重化，複数，重複，戦略など 10個の単語が抽出された．
(3)堅牢性
最後に，「堅牢性」についても同様の手順でテキストマイニングを実施し，構成要素単
語を抽出し，上位グループと下位グループに分類した．その結果，上位グループには，効
率性，企業，迅速，対策，サイバー攻撃，緊急時，地域，停止の 8個の単語，下位グルー
プには，セキュリティ，耐震，BCP，配置，強靭，分析，訓練，実効性，構築，リスク耐
性，セキュリティ・システムのなど 11個の単語が抽出された．
以上，まとめると，レジリエンスの第一階層には，多様性，冗長性，および堅牢性の 3
つの構成要素単語，第二階層には，多様性の構成要素単語 7個（コンピュータ，組み合わ
せ，プロジェクト，システム，戦略，情報通信，大規模），冗長性構成要素単語 10個（設
計，組み合わせ，移転，システム，大規模，余剰，多重化，複数，重複，戦略)，堅牢性
37
構成要素単語 11個（セキュリティ，耐震，BCP，配置，強靭，分析，訓練，実効性，構
築，リスク耐性，セキュリティ・システム）を抽出することができた．表 4-2はレジリエ
ンス構成要素単語を階層別にまとめたものである．
予備分析の結果
レジリエンスを構成する要素として，多様性，冗長性，および堅牢性，さらにこれらの
要素を構成する第二階層の構成要素単語としてそれぞれ 7，10，11の単語を抽出した．
しかし，第二階層の単語を観察すると類似した意味を持つ単語も多く，そのため第二階
層では単語同士の関係を考慮してさらに分析し，簡潔にまとめることにした．
ここでは，まずテキストマイニングの結果として得られる「つながり図 (ネットワーク
図)」に基づいて主観的に分析し，多様性を以下の 4つのグループに，
(1) システム規模：システム，規模
(2) システム機能：システム，機能，複数
(3) システム設計：システム，設計，組み合わせ，多様化
(4) 戦略組み合わせ：組み合わせ，戦略，プロジェクト
冗長性を以下の 4つのグループに，
(1) システムバックアップ：システム，複数，余剰，設計，重複
(2) 施設のバックアップ：施設，多重化，移転
(3) システム規模：システム，大規模
(4) 戦略組み合わせ：組み合わせ，戦略
また，堅牢性を以下の 7つのグループ
(1) セキュリティソフト：システム，セキュリティ
(2) システム環境：システム，環境
(3) 施設強靭化：施設，強靭
(4) 施設耐震性：施設，耐震，構築
(5) BCP実効性：実効性，BCP
(6) BCP訓練 ：BCP，訓練
(7) リスクマネジメント：リスクマネジメント，分析
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にそれぞれ分類した．
図 4.3.4,図 4.3.5と図 4.3.6にそれぞれ多様性，冗長性，および堅牢性の構成要素単語間
の繋がりを示す．
図 4.3.4: 多様性の構成要素単語の繋がり図
図 4.3.5: 冗長性の構成要素単語の繋がり図
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図 4.3.6: 堅牢性の構成要素単語の繋がり図
図 4.3.7: レジリエンス構造モデル
以上，予備分析の結果，レジリエンスの第一階層には，多様性，冗長性，および堅牢
性の 3つの構成要素を配置し，第二階層には，4つの多様性構成要素：(1) システム規模，
(2) システム機能，(3) システム設計，(4) 戦略組み合わせ；4つの冗長性構成要素：(1) シ
ステムバックアップ，(2) 施設のバックアップ，(3) システム規模，(4) 戦略組み合わせ；
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および 7つの堅牢性構成要素：(1) セキュリティソフト，(2) システム環境，(3) 施設強靭
化，(4) 施設耐震性，(5) BCP実効性，(6) BCP訓練，(7) リスクマネジメント；計 14の
構成要素をそれぞれ配置したレジリエンス構造モデルを構築した (図 4.3.7参照)．
その他，Text Mining Studioには関係のない用語を削除する機能がないので，抽出され
た関連用語を視覚的に確認し，1つずつの削除を行った．特に，論文数を増えると抽出さ
れる関係のない用語の数が爆発的に多くなり，解釈できない解析できない因果関係も存在
する問題があり，従って，次の本分析では関連用語の抽出範囲を設定し，範囲内に構成要
素を抽出する．
4.4 本分析の結果
4.4.1 関連用語の抽出範囲の設定
関連用語の範囲設定については，「supply chain risk management」を注目語に設定し，
100本の論文のデータベースにテキストマイニングを実施した．得られた関連語の中には
「supply chain risk management」と関係ない単語が多く抽出されるので，それらの単語
を削除し，残りの単語は SCレジリエンス構成要素の候補として，関連用語の抽出範囲に
設定した．
(1)柔軟性 (Flexibility)，(2)冗長性 (Redundancy)，(3)頑健性 (Robustness)，(4)俊敏性
(Agility)，(5)融合性 (Assimilation)，(6)凝集力 (Cohesion)，(7)臨機応変性 (Resourceful-
ness)，(8)多様性 (Diversity)，(9)制御力 (Control), (10)整合力 (Coherence)，(11)連結力
(Connectedness)，(12)速度 (Velocity)，(13)見える化 (Visibility)，(14)余剰設備 (Surplus
Capacity)，(15)SCの再構築 (Supply Chain Re-engineering)，(16)SCの協調性 (Supply
Chain Collaboration) (17)制御システム (Control System)，(17)リスクマネジメント型
企業文化 (Risk Management Culture)，(18)リスク登録簿 (Risk Register)，(19)バック
アップ (Back-up)，(20)防火壁 (Firewalls)，(21)フェイルセーフ (Fail-safes)，(22)権限の
分散 (Distributive Power)，(23)監視システム (Monitoring System) (24)モジュラリティ
(Modularity)，(25)余剰生産力 (Excess Capacity)，(26)自己組織化 (Self-organization)，
(27)遅延差別化 (Postponement)，(28)SCの情報共有化 (Supply Chain Communication)，
(29)高速化 (Acceleration)，(30)リスクマッピング (Risk Mapping)，(31)相互関連性 (Cor-
relation)，(32)分散型生産 (Decentralization)，(33)安全措置 (Security)，(34)リスク評価
(Risk Assessment)，(35)持続可能性 (Sustainability)，(36)回復力 (Recovery)，(37)リス
ク予測 (Anticipation)，(38)信頼性 (Reliability)，(39)復旧能力 (Restoration)，(40)安定性
(Stability)，(41)リスク特定 (Risk Identication) (42)補給戦略 (Supply Base-Strategy)，
(43) BCP，(44)SCのインテリジェンス (Supply Chain Intelligence)，(45)リーダーシップ
(Leadership)，(46)交換機能 (Interchangeable)，(47)リスクマネジメント訓練 (Risk Man-
agement Training)，(48)相互接続性 (Interconnection)，(49)相互運用性 (Interoperability)，
(50)社員へのクローストレーニング (Cross-training)，(51)SCへの理解 (Supply Chain Un-
derstanding)，(52)財務健全性 (Financial Strength)，(53)リスクファイナンス (Risk Fi-
nancing) ， (54)生産プロセスの能率化 (Streamlined Process) (55)仕事への熱意 (Passion
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for Work)，(56)ジェネリックパーツ (Generic Parts)，(57)サプライヤーとの関係 (Supplier
Relationship)，(58)意思決定 (Decision Making)，(59)戦略在庫 (Stock Strategy)，(60)レ
ベニューマネジメント (Revenue Management)，(61)動的な品揃え計画 (Dynamic Assort-
ment Planning)，(62)クリティカルパス法 (Critical Path Analysis)，(63)サプライチェー
ン拡充 (Supplier Development)，(64)包含的な参加 (Inclusive Participation)，(65)リード
タイムの短縮 (Reduced Lead-times)
4.4.2 テキストマイニングの結果
第 1階層
第 1階層では，注目語を「Resilience」に，共起ルール数 2，信頼度 40% の基準のもと
で，4.4.1節に定められた抽出範囲に対して「Resilience」と関連がある用語を抽出した．
その結果は表 4.4.1のようになる．
表 4.4.1: 第 1階層における頻出 14要素と抽出数
初期構成要素 抽出数
Agility 146
Flexibility 127
Redundancy 82
Robustness 82
Adaptability 65
Risk Assessment 63
Sustainability 52
Supply Chain Collaboration 50
Diversity 49
Visibility 46
Recovery 46
Anticipation 37
Reliability 33
Stability 33
表 4.4.1により，第 1階層の構成要素に対する抽出数のばらつきが大きかったので，こ
こでは抽出数が 82回以上の初期構成要素を第１階層の構成要素とする．即ち，俊敏性
(Agility)，柔軟性 (Flexibility)，冗長性 (Redundancy)，及び頑健性 (Robustness)を抽出し
た．
第 2階層
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第２階層では共起ルール数1，信頼度20%の基準のもとで，4.4.1節に定められた抽出範囲
に対して第1階層で選ばれた「Agility」，「Flexibility」，「Redundancy」，及び「Robustness」
をそれぞれ注目語として設定してテキストマイニングを実施した．
但し，既に抽出された「Resilience」及び第１階層の構成要素単語については，現在の
注目語の下位概念にならないように，Text Mining Studioの関連用語排除機能を用いて，
それを排除した．例えば，「Agility」を注目語に設定する場合，「Resilience」，「Flexibility」，
「Redundancy」，及び「Robustness」がテキストマイニングの結果に出現しないようにこ
れらの単語を排除単語リストに加えた．
(1)俊敏性
まず，俊敏性について上記の方法でテキストマイニングを実施した結果，表 4.4.2に示
すような多数の構成要素単語が抽出され，Text Mining Studioで現れる抽出数をもとに，
5回以上を基準とし，見える化 (Visibility)，速度 (Velocity)，SCの協調性 (Supply Chain
Collaboration)，及び SCの情報共有化 (Supply Chain Communication)の 4個の単語が抽
出された．
(2)柔軟性
次に，柔軟性についても俊敏性の構成要素単語の抽出と同様な手順でテキストマイニン
グを実施し，構成要素単語を抽出し，抽出数の 5回以上を基準に単語を選別した (表 4.4.3)．
その結果，SCの協調性 (Supply Chain Collaboration)，分散型生産 (Decentralization)，速
度 (Velocity)，遅延差別化 (Postponement)，及び社員へのクローストレーニング (Cross-
training)の 5個の単語が抽出された．
(3)冗長性
次に，冗長性についても同様の手順でテキストマイニングを実施し，構成要素単語を抽出
し，抽出数の 5回以上を基準に単語を選別した (表 4.4.4)．その結果，SCの協調性 (Supply
Chain Collaboration)，速度 (Velocity)，多様性 (Diversity)，及びバックアップ (Back-up)
の 4個の単語が抽出された．
(4)頑健性
最後に，頑健性についても同様の手順でテキストマイニングを実施し，構成要素単語を
抽出し，抽出数の 5回以上を基準に単語を選別した (表 4.4.5)．その結果，速度 (Velocity)，
分散型生産 (Decentralization)，SCの情報共有化 (Supply Chain Communication)，及び
自己組織化 (Self-organization) の 4個の単語が抽出された．
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表 4.4.2: 俊敏性の構成要素と抽出数
抽出語 抽出数
Visibility 31
Velocity 16
Supply Chain Collaboration 9
Supply Chain Communication 6
Interoperability 5
Distribution 5
Rapidity 5
Correlation 4
Postponement 4
…　 …
Critical Path Analysis 1
Financial Strength 1
表 4.4.3: 柔軟性の構成要素と抽出数
抽出語 抽出数
Supply Chain Collaboration 33
Decentralization 25
Velocity 11
Postponement 8
Cross-training 6
Supply Chain Communication 4
Diversity 3
Leadership 3
Back-up 3
…　 …　
Interchangeable 1
Risk Mapping 1
表 4.4.4: 冗長性の構成要素と抽出数
抽出語 抽出数
Supply Chain Collaboration 14
Velocity 9
Diversity 6
Back-up 6
Distribution 5
Rapidity 4
Postponement 3
Leadership 3
Excess Capacity 2
…　 …　
Interconnection 1
Supply Chain Understanding 1
表 4.4.5: 頑健性の構成要素と抽出数
抽出語 抽出数
Velocity 11
Decentralization 9
Supply Chain Communication 6
Self-organization 6
Rapidity 3
Visibility 2
Decision Making 2
Supply Chain Collaboration 2
Correlation 2
…　 …
BCP 1
Continuity Strategy 1
　
以上，まとめると，SCレジリエンスの第１階層には，俊敏性，柔軟性，冗長性，及び
頑健性の４個の構成要素を配置し，第２階層には，俊敏性の構成要素４個 (見える化，速
度，SCの協調性，及び SCの情報共有化)，柔軟性の構成要素５個 (SCの協調性，分散型
生産，速度，遅延差別化，及び社員へのクローストレーニング)，冗長性の構成要素４個
(SCの協調性，速度，多様性，及びバックアップ)，頑健性の構成要素 4個 (速度，分散型
生産，SCの情報共有化，及び自己組織化)，合計 12の構成要素をそれぞれ配置した SCレ
ジリエンスの構造モデルを提案する (図 4.4.1)．
44
図 4.4.1: レジリエンスな SCの構造モデル
SCのレジリエンスを考えるとき，供給の途絶に直接関連する施設の耐震補強や在庫増
やしだけが注目され勝ちであるが，本章の SCレジリエンスの構造モデルを用いると，頑
健性強化や在庫増やしだけでなく，見える化システムの導入，SCの協調性の強化など，も
う少し広い視野で SCレジリエンスを高めるための方法を考える必要があることが強調さ
れ，本章の成果を企業の SCのレジリエンスを評価するスコアカードの設計などに活用す
ることも考えられる．
4.5 おわり
本章では SCレジリエンスの構造を明らかにすべく，100本の英語論文を用いてテキス
トマイニングを実施し，SCレジリエンスを構成する第 1階層として，俊敏性，柔軟性，冗
長性，及び頑健性の４個の構成要素，第２階層の俊敏性の構成要素４個として見える化，
速度，SCの情報の共有化，及び SCの協調性の４個，柔軟性の構として，SCの協調性，
分散型生産，速度，遅延差別化，及び社員へのクローストレーニングの 5個，冗長性の構
成要素として SCの協調性，速度，多様性，及びバックアップの４個，頑健性の構成要素
として，速度，分散型生産，自己組織化，及び SCの情報共有化の４個，合計 10種類の
構成要素からなる SCレジリエンス構造モデルを構築した．
本章で提案した SCレジリエンスの構造モデルは，企業のレジリエンスを向上させるた
めの着眼点を与えるものであり，企業の SCのレジリエンスを評価するときの手がかりに
もなる．
しかし，本研究で構築した SCレジリエンスの構造モデルはテキストマイニングを実施
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するなど，できるだけ客観的にその構造を明らかにする努力はしたものの，構成要素の集
め，抽出基準の設定やグルーピングにおいては依然として筆者の主観による部分があり，
さらに，論文数が増えれば結果も変化する可能性がある．
より客観的に SCレジリエンスの構造モデルを構築するためには，論文数を増やすこと，
因果関係や相関係数を用いた分析が必要であり，mecabなど構文解析ソフトも活用しなが
ら独自の分析ツールを開発することも 1つの課題である．
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第5章 サプライチェーン見える化システ
ム1
5.1 はじめに
第 2章と第 3章では SCDRの発見と評価する手法を構築した．途絶リスクを発見した
際には，初期対応策を取るべきであるので，ここでは，第 4章で提案した SCレジリエン
ス構造に基づき，俊敏性の強化策である SC見える化を提案する．
SC見える化は需要の見える化と供給の見える化に構成されて実現できれば，ブルウィッ
プ効果を抑えることで，物流効率を大幅にアップさせることができるとともに，途絶リス
クを予知することで，SCの俊敏性を強化することができる．
しかし，経済産業省の調査 [3]によると，東日本大震災の時に調達先の調達先を知って
いた企業は 6割程度で，SC全体を把握している企業はほとんどなかった．特に注目すべき
ことは，ダイヤモンド型 SCの存在である．東日本大震災の前は誰もが SCはセットメー
カ―をトップに，ピラミッド型になっていると信じていたが，実際には最下層にある企業
は激しい競争で淘汰が進み，活き残った会社は「うちしか作れない」部品を作る会社が多
く，おおもとの 1社が被災すると中間部品の製造会社が生産中止に追い込まれ，更にその
中間部品を使用するセットメーカ―のすべてが生産中止に追い込まれていき，被害が逆ピ
ラミッド型に広がっていた．
近年，SCのグローバル化に伴い，地震，津波，台風などの天災，テロ，ストライキな
どの人災による業務停止の頻度が高くなっており，10階層もある自動車産業においては，
毎年多くの事業中断が発生していると言われている．途絶リスクが起きた際に，俊敏に初
期対応することは業務停止のリスクを減らすために非常に重要であり，その意味で SC見
える化は SCDR対策において真っ先に取組むべき課題である．
実際には，東日本大震災以降，日本の大手自動車メーカーでは，SC途絶リスクに対処
すべく，積極的に部品調達経路の見える化，すなわち，SCネットワーク見える化を推進
している．例えば，トヨタでは多くの労力を費やして部品調達経路を調べ，10次下請け
までの 1万 3千社の 3万拠点の会社名，住所および緊急連絡先情報を含むデータベースを
構築している [128].
しかし，企業間契約やその他要因の変化により部品調達ネットワークは時間とともに変
化し，情報は陳腐化する．常に正確な最新情報を維持するためには，継続的にメンテナン
スを行う必要があり，人海戦術で SC見える化を維持することは必ずしも効率が良いとは
1この章の一部は“日本経営工学会論文誌”に投稿中
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言えない．効率よく調達ネットワーク情報を維持管理するためには，やはり標準化に基づ
いた新しい仕組みの設計や情報システムの道具が必要である.
この背景に踏まえて，この章では SCDRの初期対応策である SC見える化を効率的に実
現する道具として SC見える化システムを構築し，実験を通じてその有効性を検証するこ
とを目的とする．
5.2 サプライチェーン見える化システム
5.2.1 BCMとサプライチェーン見える化
9.11同時多発テロ事件以降，BCM(事業継続マネジメント)は米国の半導体業界を中心に
注目され始めており [129]，リスクを頻度と影響度軸にリストアップしてから，其々のリス
クに対するマネジメント計画及び緊急時対応マニュアルを作成し，更にリスクによって各種
の事前訓練を行うことが提唱されている [130]．その同時に，BCMの標準化も進んでおり，
現在BCMは国際規格 ISO22301として批准されており，日本でも工業規格 JISQ22301(社
会セキュリティ－事業継続マネジメントシステム－要求事項)に登録されている [131][132]．
JISQ22301では，BCMを導入する組織が事業の中断を引き起こすリスクを特定し，その
発生確率を低減し，発生した際の初期対応を行い，事業を早く復旧する計画の作成，実
施，評価，改善などの要求事項を規定している [132]．
しかし，BCMには SCRMに関する記述はなく，途絶リスクを体系的に分析するスキー
ムもない．経営者にとって一番の悩みは需要のリスクとそれに起因する投資意思決定の
失敗であり，人災や自然災害などの発生確率は小さいが影響が大きい途絶リスクについて
は，BCMを導入しても高いパフォーマンスが期待できない．なぜなら途絶リスクは突然
にやってくるのではなく，SC上で時間をかけてゆっくり伝わってくる場合があるからで
ある．実際に震災における被害の多くは調達先を把握できなかったために発生した間接被
害である．調達先を把握するためには，自社の部品がどのような経路で調達されているか
を見えるようにする SC見える化が求められる．
SC見える化は「アンドン」などの企業内部の見える化から発展してきて，見える化の
主体により，需要の見える化と供給の見える化に分類することができる．需要の見える化
が実現できれば，川上段階が川下段階における在庫情報，需要情報，及びリードタイム情
報を知ることができ，エシェロン在庫を用いて最適な発注量および発注時期を決めること
ができ，SC 上におけるブルウィップ効果を抑えることで，物流効率を大幅にアップさせ
ることができる．
一方，東日本大震災後に問題になっているのは供給の見える化である．実現できれば，
川下段階が川上段階の位置情報，リードタイム情報，在庫情報，取引時間と量の情報を知
ることができ，川上段階において供給発注途絶が発生した場合に素早くそのリスクを評価
し，対策を取ることができるので，損失を最小限に抑えることができる．従って，SC 見
える化は情報の共有ができる仕組みかつ効率よく情報を取得する道具であり，導入すれば
需要と供給の想定外の変化に俊敏に対応でき，リスクの初期対応に役に立つ．
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このように，SCにおいては，川上段階と川下段階における双方向の情報共有が重要で
あり，これを実現するためには先ず情報共有ができる仕組みとしての戦略的提携，つぎに
効率よく情報を取得する手法としての見える化システムが必要である．本章では需要と供
給の双方向の見える化を対象に，自動的にネットワーク見える化を実現するシステムを構
築し，その有効性を検証する．
5.2.2 サプライチェーン見える化システムの構築
SC見える化システムでは企業内物流と企業間物流情報を繋げ，調達経路を明らかにす
る．企業内では調達BOMを用いて販売製品と調達部品の従属関係を明確にし，企業間で
は 4種類の物流情報，すなわち，発注，受注，出荷，入荷情報に基づいて異なる会社にお
いて名前が異なる部品を結びつける必要がある．また，情報化が進んでいない中小零細企
業では，先ず情報化を進めることが求められる．
見える化システムの導入には初期費用と運営費用が必要になるが，初期費用には，ソ
フトウェア費用とハードウエア費用があり，運営費用には人件費やシステム保守費用が
ある．筆者らは SC見える化と中小企業の情報化を同時に進めることを考えて，人手と新
たな設備を増やさないことを前提に無料の実験用見える化システムを開発した．そこで，
XMLをベースとした無料でシステム開発ができるツールであるXEADを用いることにし
た [133]．XEADを用いると業務フロー，データモデリング，および機能設計の 3要素分
析を行い，XEADモデラーで構築したシステムモデルをXEADエディターで読み込んで
インタフェースを編集すればコーディングなしに SCVSを構築することができる．煩雑な
コーディングが要らない分だけシステム構築効率が高く，システムのバージョンアップや
保守の効率も高くなる．XEADで構築した SC見える化システムの業務フローの一例を図
5.2.1に示す．
見える化システムを導入した企業は，企業プロフィール，調達BOMを登録してから見
える化システム用いて部品の発注と入荷，製品の受注と出荷の情報処理を行う．これらの
物流に関連するデータはセンター経由で取引先企業に送られる．センターでは，保存した
企業プロフィール，調達BOM，および受発注情報を用いて物流経路を自動生成する．こ
の物流経路を SC-BOMと呼ぶ．SC-BOMには企業プロフィール，調達BOM，受発注情
報，および出荷と入荷の情報が含まれるが，表示できるのは開示が許可された情報のみと
する．情報開示についてはすべての企業が平等な立場で，他社の調達経路情報を知りたい
場合には自社の調達関連情報を開示するものとする．
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図 5.2.1: 生産管理の業務フロー
5.3 サプライチェーン見える化システム有効性の検証
実験では見える化システムを用いると，川下企業は自社製品と関連のある全ての川上企
業における 2種類の情報，すなわち，(1)販売製品在庫情報，(2)リードタイム情報，が見
えるようになると仮定し，何らかの災害により SC上にある企業の生産が中断されるとい
う「SC途絶あり」と「SC途絶なし」の２つのケースに分けて実験を行った．
SCは図 5.3.1に示すような 3段階 7企業から構成し，2社購買はしないものとした．図
5.3.1は A1企業の製品 a1が部品 b1 b4で構成され（内製部品は省略），b1はｃ 1と c3，
b2は c2と c4，b3は c5と c7，b4は c6と c8で，それぞれ構成されていることを表し，SC
見える化システムではこの構造が自動生成される (SC-BOM)．また，調達リードタイム
は図 5.3.2に示すように設定した．
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図 5.3.1: 実験対象 SC構造 (SC-BOM)
図 5.3.2: 調達リードタイムとA1のバックアップサプライヤー
実験期間は 15期とし，企業A1における需要は 1期から 5期まで平均 100，6期から 10
期まで平均 160，11期から 15期まで平均 80とし，標準偏差を 20に固定してランダムに
発生させた．被験者は販売データから需要の変動を予測するものとし，需要の分布を教え
ないことにした．ただし，見える化システムを導入した場合には全てのサプライヤーが
セットメーカ―の売上量（既に発生した需要）を見ることができ，SC上の各企業のリー
ドタイムの長さ，及び手持ち在庫情報を検索することができるようにした．
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被験者は自社製品を販売して得た売上から部品調達コストを差し引いた利益を最大にす
るために最善の発注時期と発注量を決める．
実験は経営工学を専攻している大学院生 14名に協力してもらい，1人 1社の受発注を
担当してもらった．また，被験者が真剣に取組んでもらえるように，上記の実験用 SCの
受発注システムを 2つ用意し，コンペティション形式で行った．この実験システムは内製
部品に対しては受発注したら自動的に製造指示が出されるとし，被験者は外部企業との間
での受発注だけに集中するようにした．パフォーマンスは利益で評価し，2グループの対
応企業担当者同士で競い合い，勝った者に図書券を差し上げることにした．
利益は下式で計算し，パラメータは表 5.3.1の通りに設定した．
Ui =
HX
t=1
fpi  qit  
MiX
j=1
pj  qjit (5.3.1)
 Ki  (qjit)  hiIit   ciXitg (5.3.2)
ここで，Uiは i企業の利益，piは i企業の製品の販売価格，qiは i企業の計画期間H期
間中の販売量，Miは i企業の調達先企業数，pjは j企業製品の販売価格，qjitは j企業が
t期に i企業への販売量，Kiは i企業の毎回の発注にかかる固定費用，(x)は xの値がゼ
ロより大きい場合に 1の値を取るパルス関数，hiは i企業の製品在庫保持単価，Iitは i企
業の t期における在庫数量，ciは i企業の製造単価，Xitは i企業の t期の生産数量をそれ
ぞれ表す．
表 5.3.1: 実験のパラメータ設定
企業 A B C
発注コスト (円) 1500 1000 0
在庫コスト 15 10 5
製造コスト 500 300 100
部品価格 25000 3000 500
実験ではまず，構築した見える化システムを用いて受発注実験を行い，その有効性を検
証することである実験目的の説明を行った後，受発注が習熟するまで練習を行い，その後
60秒を 1日とするペースで合図を送るとともに需要を発生させ，その需要情報に基づい
てセットメーカ―A1が発注意思決定を行い，A1からの注文を受けたサプラヤーB1とB2
が自社の在庫状況とリードタイムを考慮してさらに下請け会社C１～C4に発注を行う．
「SC途絶あり」のケースでは，5期から 7期までの 3期間の間には企業C4が被災して
製造が中断するとし，SC見える化システムを導入することを全体に川下企業 C4の生産
中断情報 (SC途絶情報)が川下企業の発注意思決定の画面に表示されるように設定した．
SC途絶が発生すると生産が中止した企業 C4の受発注画面はブロックされ，受発注がで
きなくなる．
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SCが途絶すれば，途絶企業での階層 (Tier)に属しているかに関わらず，その影響が SC
全体に波及していくので，途絶状況が分かった時点で即座に緊急発注するなど対策を講じ
る必用がある．ここでは企業 A1が企業 B3（バックアップサプライヤー）に緊急発注で
きるものとし，緊急性を考慮してB３の部品販売価格をB1，B2より高い 4500円に設定
し，1回あたりの発注費用も割高の 2000円に設定した．
5.3.1 実験結果と分析
「SC途絶なし」のケース
前節で説明した「SC途絶なし」の方法を用いて実験を行った結果を図 5.3.3, 図 5.3.4,
及び図 5.3.5に示す．図 5.3.3，図 5.3.4からわかるように SC見える化システムの導入によ
り見える化を実現すると，機会損失と在庫コスト両方を小さくすることができる．これは
見える化により，川上企業が最終顧客の需要情報やリードタイム情報を把握することがで
きるので，製造 (調達)の意思決定を行う際に川下企業に在庫が多いときには製造 (調達)
量を減らし，在庫が少ないときには製造 (調達)量を増やすことができたためである．
図 5.3.3: 「SC途絶なし」のケースの機会の損失
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図 5.3.4: 「SC途絶なし」のケースの在庫コスト
図 5.3.5: 「SC途絶なし」のケースの最終利益
「SC途絶あり」のケース
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図 5.3.6: 「SC途絶あり」のケースの最終利益
図 5.3.7: 「SC途絶あり」のケースの最終利益推移
図 5.3.6と図 5.3.7に「SC途絶あり」のケースの実験結果を示す．図 5.3.6から分かるよ
うに，SC見える化システムを導入すれば，企業A1, B1, C1, C2の最終利益が大きくなる．
これは，企業A1が見える化システムを用いてタイムリーに調達経路の情報を収集し，途
絶が発生した際にすばやくB3に緊急手配をしたためである．
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ここで，実験まえに，予想しなかったのはA1の利益が増加しただけでなく，B1やC1，
C2など，途絶した企業C4とは関係ないと思っていた企業の利益も増加したことである．
SCDRMを考えるとき，多くの会社では自社製品に使われている部品の調達ルート上の
生産途絶だけに注目しがちであるが，自社製品を買ってくれる会社の生産ラインが止まっ
たり，減産した場合にもその影響は決して小さくない．自社の調達経路に関係ない企業で
あっても，販売先の調達経路に含まれる企業が被災した場合には一定期間経過後にその影
響が自社に伝わってくる可能性があるので，理想的には川下段階における情報の見える
化，即ち販売先の調達経路情報の見える化も必要になる．
当然ながら，SCDRMにおいて一番重要なのはセットメーカ―の途絶リスクマネジメン
トであり，セットメーカ―が継続的に操業できることで SCにおける部分的な途絶が他社
に波及しなくなる．同じ原理は中間部品を製造する企業にも適用でき，途絶リスクに強
い SCを構築するためには，SC上のすべての企業が同時に途絶リスクマネジメントを実
施することが理想的であることは言うまでもない．
また，図 5.3.7から分かるように，途絶後のしばらくの間は SC見える化システムを導
入しなかった方が利益が大きくなっているが，その理由は SCの途絶により部品が手に入
らなくなったので，在庫費用も製造費用も減ったためである．逆に，見える化システムを
導入した場合，C4の途絶発生が知った被験者たちが途絶期間が長く引くことを恐れてB3
に大量の緊急発注をしたためである．当然ながら，途絶していた企業が回復すると，見え
る化システムを導入した時のA1からB3への緊急発注量はゼロになる一方，見える化シ
ステムを導入しなかった時のA1では在庫不足で機会損失を出してしまうので，利益はマ
イナスまで落ち込んでしまう．
5.4 終わり
この章では，SCの俊敏性を強化するための SC見える化システムを構築し，実験をと
通して，その有効性，及び途絶リスクへのマネジメント効果を検証した．
具体的には，XEADを用いて自動的に調達経路 (SC-BOM)を構築する SC見える化シ
ステムを構築し，競争形式の実験１とコンピュータシミュレーションを用いた実験を行っ
た．実験では，需要を 3段階に変化させ，「SC途絶なし」と「SC途絶あり」の２つのケー
スについて，大学院生 14名によるロールプレー式実験を行った．その結果，最終製品の
製造を担当した被験者が見える化システムを活用することで，SC途絶情報をリアルタイ
ムで入手し，素早くバックアップサプライヤーに緊急発注を行うことで継続的に想像を行
うことができ，見える化システムを導入しなかった時に比べて総利益を 1割増やすことが
できた．特に，この最終製品の製造企業が継続的に操業できたことで，途絶企業とは関係
ないと思われていたほかのサプライヤーの利益をあげることができ，SCDRMにおいては
川上と川下の双方向の見える化が必要であることが分かった．
本章で構築した SC見える化システムは川上と川下の双方向の見える化を支援するもの
であり，特に SC－BOMを自動構築することに大きなメリットがあり，今後途絶リスク
マネジメントのツールとして実用化を目指したい．
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第6章 サプライチェーン途絶リスク対策
の解析1
6.1 はじめに
東日本大震災後の SCを見れば分かるように，効率のみを追求した SCではなく，今後
はリスクにも強い SCの構築が求められてくる．特に SCDRにより発生する巨額の損失額
や業務停止による顧客からの信頼低下などを考えれば，途絶リスクにおける SCの早期復
旧は極めて重要である．SCDRによる損失を回避または軽減するためには，
 途絶リスクを評価する
 事前に初期対応策を用意する
 事後に素早く対策を打つ
など 3つのアクションが必要である．見える化システムは初期対応策として役に立つ．し
かし，初期対応だけでは対応できないことがあるので，その場合には，SCレジリエンス
の各対応策に基づいて事後対策を取るべきである．ここでは，第 4章でのレジリエンス構
造に基づいて事後対策とする冗長性，柔軟性，及び頑健性を講じ，シミュレーション実験
により途絶リスクが発生した際の３つの対策を評価することを目的とする．
6.2 実験の条件
6.2.1 サプライチェーン途絶リスク対策
シミュレーション実験では冗長性，柔軟性，及び頑健性を以下のように具体化した．
 冗長性強化策：想定外のリスクに備えて安全在庫水準を 2倍にする方策
 頑健性強化策：2社購買を行い (調達比率 5:5)，1社が途絶しても他の 1社から一部
調達できるようにする方策
 柔軟性許可策：バックアップサプライヤーを用意し，途絶が発生した際に調達量を
他の方策に比べて 2倍多く発注できるようにする方策
1この章の一部は“日本経営工学会論文誌”に投稿中
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及び上記の柔軟性強化策とその他の２つの強化策との組み合わせを含めた計 5つの強化
策に対してVensimを用いてシミュレーションを行った．途絶が発生するといずれの強化
策でも 2週間以内に代替企業を探し，調達量を徐々に増やしていけるとした．なお，ここ
では人員や新たな設備などを増やさないことを前提にシミュレーションを行った．
6.2.2 サプライチェーンの構造
実験では SC強化策に焦点を絞るために，図 6.2.1左に示すような直列型 SCを用いた．
また，図 6.2.1の左部分は頑健性強化の構造 (2社購買)を表し，右部分は柔軟性強化の構
造 (バックアップサプライヤー)を表す．
図 6.2.1: 実験で用いたＳＣ構造
6.2.3 シミュレーションの条件
シミュレーションの条件は以下のように設定する．
 シミュレーション期間は 5年間で，日々震災が起こる確率を
1
5 × 365× 100％ (6.2.1)
とする (1995年阪神淡路大震災，2007年新潟中越沖地震，2011年東日本大震災と約
15年間で 3度の大きな地震が起こっていることを念頭に設定した)
 震災発生による途絶期間は３ヶ月 (東日本大震災で注目を浴びたルネサスエレクト
ロニクスの事例を参考した)
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 対策に伴う追加コストは企業A，Bの２社で分割する
 全ての企業が発注点方式を用いる
 各条件で 10回のシミュレーションを行い，平均値を用いて比較する
6.2.4 外部環境
シミュレーションは以下の３つの外部環境，
 外部環境１：外部に供給が途絶した企業を完全代替する企業がある，
 外部環境２：外部に供給が途絶した企業を代替する企業はあるが，技術提供が必要，
 外部環境３：外部に供給が途絶した企業を代替する企業がない，
に対して，上記５つの強化策をそれぞれ適用したときのシミュレーションを行った．
6.3 実験
6.3.1 外部環境1
外部環境 1では，代替サプライヤーを見つけることができる場合の条件のもとで以下の
設定を行う．
実験のパラメータは表 6.3.1のようにを設定する．震災時に新しい調達先に発注する場
合，通常時と比較して困難が多いためCの部品価格を 30% 増加させている．次に各対策
を取った時のシナリオを見ていく．
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表 6.3.1: 外部環境 1のパラメータ設定
平均需要 5500
需要の標準偏差 800
企業Aの製造費 1850000
企業Aの販売価格 2500000
安全係数A 1.65
企業Aの補充リードタイム 2
企業Aの発注費用 3000
企業Aの在庫コスト 500
企業Bの製造費 150000
企業Bの販売価格 300000
安全係数B 1.65
企業Bの補充リードタイム 2
企業のB発注費用 3000
企業Bの在庫コスト 300
企業Cの製造費 30000
企業Cの販売価格 100000
安全係数C 1.65
企業Cの補充リードタイム 2
企業のC発注費用 3000
企業Cの在庫コスト 100
企業Cの買取り価格 20000
途絶期間 90
震災時価格高騰率 30%
支援増加率 0.05
支援準備期間 14
現状
 地震発生と同時に企業Cの在庫が 0になる
 2週間後から他の調達先への発注可能 (ただし元の発注量の 5% の量から始まり，毎
週 5% ずつ発注可能量が増加する)
 旧ラインは 90日後から再開する
冗長性強化策
 地震発生と同時に企業Cの在庫が 0になる
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 2週間後から他の調達先への発注可能 (ただし元の発注量の 5% の量から始まり，毎
週 5% ずつ発注可能量が増加する)
 旧ラインは 90日後から再開する
 企業B は現状の 2 倍の在庫を持つ
頑健性強化
 地震発生と同時に企業Cの在庫が 0になる
 震災時，企業C2(途絶していない方)では通常の 1.2 倍まで生産可能
 2週間後から他の調達先への発注可能 (ただし元の発注量の 5% の量から始まり，毎
週 5% ずつ発注可能量が増加する)
 規模の経済などを考慮し，企業C の部品価格が 10% 増加する
 旧ラインは 90日後から再開する
柔軟性強化
 地震発生と同時に企業Cの在庫が 0になる
 1 週間後から他の調達先への発注可能（ただし元の発注量の 10% の量から始まり，
毎週 10% ずつ発注可能量が増加する）
 旧ラインは 90日後から再開する
以上の条件のもとで，それぞれの対策を講じた最終利益が図 6.3.1である．横軸は５つ
の組み合わせ，左縦軸は利益，右縦軸は機会損失をそれぞれ表す．
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図 6.3.1: 外部環境１のシミュレーション結果
まず，冗長性強化策は，途絶直後のバッファーとして機会損失額を抑えることができる
一方，余剰在庫にコストがかかってしまうために，総利益は小さくなっている．
次に，頑健性強化策については単一方策の中で最も効果的であることが分かる．SC上
全ての企業が 2社購買を行えば，途絶リスクが軽減され，川下企業における生産停止のリ
スクが小さくなる．川下企業が操業し続けることができれば，SC上の全ての企業が操業
し続けることができ，従って最終製品の利益が高くなる．
次に，柔軟性強化策も現状と比較して利益を増やすことができている．このことから事
前に SCの途絶リスクが高い箇所を特定し，しっかりとした SC途絶リスク対策を策定す
ることの重要性が分かる．また，柔軟性強化の機会損失額が冗長性強化の機会損失額より
小さいことから，事前に多くの備えよりは，迅速に対応するようにしたほうがメリットが
高くなることがわかる．
最後に，2つの強化策の組み合わせでは，柔軟性強化策と頑健性強化策の組み合わせが
より有効であることが分かる．これは本研究で設定したパラメータの値にも依存するが，
2 社購買とバックアップサプライヤーの組み合わせにより，途絶が発生したさいに短期間
で部品調達量を増やすことができたためである．例えば，頑健性の 2 社購買では 1 社が
途絶した直後であっても 6割調達でき，その 2週後バックアップサプライヤーのサポート
を得て毎週 10% ずつ調達量を増やすことができるので，6 週後には元の生産量を回復す
ることができる．一方，冗長性強化策では安全在庫を 2倍持つとしてもリードタイムが 2
日と短く，途絶が発生したときに安全在庫で賄える需要は 1 日以下であり (ss = 1.65× 2
× SQRT(2) × 800= 3374<5500)，途絶発生から回復までに 3 か月かかる．柔軟性と組み
合わせても回復までの時間はほとんど変わらず，普段から在庫を多く持つ分のコストがか
さむので総利益は柔軟性強化策に比べて少なくなる．
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6.3.2 外部環境2
ここでは，同一製品を製造している企業は存在しないが，設計情報や要望があれば作れ
る企業が存在する外部環境 2のもとで以下の設定を行う．
実験のパラメータは表 6.3.2のように設定する．
表 6.3.2: 外部環境 1のパラメータ設定
平均需要 5500
需要の標準偏差 800
企業Aの製造費 1850000
企業Aの販売価格 2500000
安全係数A 1.65
企業Aの補充リードタイム 2
企業Aの発注費用 3000
企業Aの在庫コスト 500
企業Bの製造費 150000
企業Bの販売価格 300000
安全係数B 1.65
企業Bの補充リードタイム 2
企業のB発注費用 3000
企業Bの在庫コスト 300
企業Cの製造費 30000
企業Cの販売価格 100000
安全係数C 1.65
企業Cの補充リードタイム 2
企業のC発注費用 3000
企業Cの在庫コスト 100
企業Cの買取り価格 20000
途絶期間 90
震災時価格高騰率 40%
支援増加率 0.05
支援準備期間 28
現状
 地震発生と同時に企業Cの在庫が 0になる
 4週間後から他の調達先への発注可能 (ただし元の発注量の 5% の量から始まり，毎
週 5% ずつ発注可能量が増加する)
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 旧ラインは 90日後から再開する
冗長性強化策
 地震発生と同時に企業Cの在庫が 0になる
 4週間後から他の調達先への発注可能 (ただし元の発注量の 5% の量から始まり，毎
週 5% ずつ発注可能量が増加する)
 旧ラインは 90日後から再開する
 企業B は現状の 2倍の在庫を持つ
頑健性強化
 地震発生と同時に企業Cの在庫が 0になる
 震災時，企業C2(途絶していない方)では通常の 1.2 倍まで生産可能
 4週間後から他の調達先への発注可能 (ただし元の発注量の 5% の量から始まり，毎
週 5% ずつ発注可能量が増加する)
 規模の経済などを考慮し，企業C の部品価格が 10% 増加する
 旧ラインは 90日後から再開する
柔軟性強化
 地震発生と同時に企業Cの在庫が 0になる
 1 週間後から他の調達先への発注可能（ただし元の発注量の 10% の量から始まり，
毎週 10% ずつ発注可能量が増加する）
 旧ラインは 90日後から再開する
以上の条件のもとで，それぞれの強化策を講じた時の最終製品の利益が以下の図 6.3.2
である．
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図 6.3.2: 外部環境 2のシミュレーション結果
図 6.3.2から分かるように，外部環境 2の結果は外部環境 1の結果とほぼ同じ形状であ
り，従って SC 強化策においても柔軟性強化策と頑健性強化策の組み合わせが一番よい強
化策であると判断できる．
6.3.3 外部環境3
外部環境 3のその企業の設備がないと製造できないの条件設定は以下のとおりである．
外部環境 3のパラメータは表 6.3.3のように設定する．
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表 6.3.3: 外部環境 1のパラメータ設定
平均需要 5500
需要の標準偏差 800
企業Aの製造費 1850000
企業Aの販売価格 2500000
安全係数A 1.65
企業Aの補充リードタイム 2
企業Aの発注費用 3000
企業Aの在庫コスト 500
企業Bの製造費 150000
企業Bの販売価格 300000
安全係数B 1.65
企業Bの補充リードタイム 2
企業のB発注費用 3000
企業Bの在庫コスト 300
企業Cの製造費 30000
企業Cの販売価格 100000
安全係数C 1.65
企業Cの補充リードタイム 2
企業のC発注費用 3000
企業Cの在庫コスト 100
企業Cの買取り価格 20000
途絶期間 90
このケースでは企業C の設備がないと製造できないとしているため，柔軟性強化の対
策はできないものとする．ただ，今回のケースではその企業の設備がないと製造できない
としているので本来は頑健性強化策もできないはずだが，部材メーカーと協力して生産拠
点を増やすという選択肢の可能性を考えるために頑健性強化も加えた．
現状
 地震発生と同時に企業Cの在庫が 0になる
 4週間後から他の調達先への発注可能 (ただし元の発注量の 5% の量から始まり，毎
週 5% ずつ発注可能量が増加する)
 旧ラインは 90日後から再開する
冗長性強化策
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 地震発生と同時に企業Cの在庫が 0になる
 4週間後から他の調達先への発注可能 (ただし元の発注量の 5% の量から始まり，毎
週 5% ずつ発注可能量が増加する)
 旧ラインは 90日後から再開する
 企業B は現状の 2倍の在庫を持つ
頑健性強化
 地震発生と同時に企業Cの在庫が 0になる
 震災時，企業C2(途絶していない方)では通常の 1.2 倍まで生産可能
 4週間後から他の調達先への発注可能 (ただし元の発注量の 5% の量から始まり，毎
週 5% ずつ発注可能量が増加する)
 規模の経済などを考慮し，企業C の部品価格が 10% 増加する
 旧ラインは 90日後から再開する
以上の条件のもとで，それぞれの対策を講じた最終利益を図 6.3.3に示す．
図 6.3.3: 外部環境 3のシミュレーション結果
外部環境 3でもほぼ同じ結果が得られ，各強化策における利益および機会損失とも大き
な違いは見られなかった．ただ，図 6.3.3 からわかるように，頑健性強化策の機会損失は
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外部環境 1 と 2 の時に比べて 2 億円増えている．これはダイアモンド型 SC の存在を発
見した際，すなわち川上 (企業 C)に部品供給会社が 1 社しか存在しないような外部環境
のもとでは，その会社の製造拠点を 2 か所に増やすなど，2 社購買と同じような供給体制
を整える必要があることを意味する．
なお，外部環境 3の場合には柔軟性強化ができないので，柔軟性と冗長性，柔軟性と頑
健性の 2つの組み合わせのシミュレーションは行わなかった．
6.4 終わり
本章では，SCレジリエンスの構成要素である冗長性，頑健性，および柔軟性の３つの
強化策と柔軟性とその他の 2つの強化策との組み合わせを加えた計 5つの強化策を提案
し，それによる SC途絶リスクへのマネジメント効果を考察した．
実験では 5つの強化策を，外部に完全代替企業がある外部環境 1，外部に代替企業があ
るが技術がない外部環境 2，外部に代替企業がない外部環境 3の計 3つの外部環境に適用
し，5 × 365 日を 1 つのシミュレーション期間としてそれぞれ 10 回のシミュレーション
を行った．その結果，柔軟性強化策と頑健性強化策の組み合わせが最も有効であることが
分かった．また，外部環境 3 においては頑健性強化策がほかの強化策より 1 割以上利益
を増やすことができ，ダイアモンド SC の存在が確認できた場合には，生産施設を分散さ
せるなど，2社購買同様な途絶リスクマネジメントの方策を取ることが有効であることが
分かった．
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第7章 結論
本研究では，SC途絶リスク対策を構築するために，SC全体を対象に，途絶リスクに対
する評価，及びマネジメント手法の開発に関する体系的な研究を行った．各章で得られた
成果をまとめ，今後の課題を提示することが本章の目的であり，本研究の結論とする．
7.1 前章までの総括
第 2章から第 7章までの成果を以下にまとめる．
第2章では，SCDRMに関する文献研究を行い，リスク，サプライチェーンリスク (SCR)，
及び SCDRMに関する研究について，その特徴を抽出し，体系化を行っている．本章で
は，文献レビューを実施し，リスク，SCR，SCDRMの 3つのカテゴリーに分け，その定
義や分類の特徴を抽出し，体系化を行った．そのうち，特に SCRについては内部，外部，
および環境の 3つの大分類のもとで，さらに 2段目の中分類を加えて独自の分類体系を提
案し，既存研究との対応関係も示した．
第 3章では，途絶リスクによる SC業務停止期間を推定するシミュレーションモデルを
構築している．本章ではシナリオ地震を発生させ，東京近辺，太平洋，及び全国に生産施
設を配置した 3タイプの SCの業務停止期間を其々に算出する．そして，SCの発注方式
と連結性が業務停止期間への影響を考察するため，「定期定量の直列型 SC」，「定量発注の
直列型 SC」と「定量発注の並列型 SC」の 3つケースを分けてシミュレーション実験を行
い，その結果，全国に生産施設が配置されている並列型 SCは，直列型 SCに比べて業務
停止期間が短いことを示している．
第 4章では，途絶リスクに対処するための方法として SCレジリエンスを体系化するこ
とを目的とし，発表されている SCレジリエンスに関する論文 100本に対してテキストマ
イニングを実施し，2 階層からなる SCレジリエンスの構造モデル，即ち，俊敏性，柔軟
性，冗長性，及び堅牢性を第 1階層とし，見える化，速度，SCの情報の共有化，及び SC
の協調性を俊敏性の構成要素，SCの協調性，分散型生産，速度，遅延差別化，及び社員へ
のクローストレーニングを柔軟性の構成要素，SCの協調性，速度，多様性，及びバック
アップシステムを冗長性の構成要素，速度，分散型生産，自己組織化，そして SCの情報
共有化を堅牢性の構成要素とした 2段階の SCレジリエンスの構造モデルを構築している．
第 5章では，SCレジリエンスの構成要素である俊敏性を強化するために SCにおける
物流経路と情報を見える化するシステムを構築し，3段階からなる SCを対象に，ロール
プレーによる実験を行った．その結果，受発注の経験がない被験者でも本研究で開発した
SC見える化システムを用いることにより，調達先や調達先の調達先が被災したために発
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生する損失を最小限に抑えることができ，SC見える化を用いない時に比べて利益を増や
すことができたことを示している．特に，途絶先企業と直接繋がっていない企業も利益を
増やすことができたことは，川上と川下双方向の見える化の必要性を強くサポートするも
のであり，間接被害を防ぐためには調達先の調達先だけでなく，販売先の情報も把握する
必要があることを示唆している．
第 6章では，SCレジリエンスの構成要素である柔軟性，冗長性，及び堅牢性の強化策
と柔軟性とその他の 2つの強化策との組み合わせを加えた計 5つの強化策に対してシミュ
レーションを行い，システムの平均利益を用いて SC途絶時の効果を分析している．その
結果，柔軟性強化策と頑健性強化策の組み合わせが最も有効であることが分かり，代替企
業が存在しない外部環境においては頑健性強化策がほかの強化策より 1割以上利益を増や
すことができ，ダイアモンド SCの存在が確認できた場合には，生産施設を分散させるな
ど，2 社購買同様な途絶リスクマネジメントの方策を取ることが有効であることを示して
いる．
7.2 今後の課題
今後の課題を以下にまとめる．
(1) 先ず，SCDRMの概念や手法を体系的にまとめ，SCDRMの理論体系を作り上げる必
要があること，また，製造業だけでなく，販売，流通，輸送，倉庫など，SCのプロセス
各段階を縦断的に，しかも統合的に調査し，ベストプラクティスを増やしていく努力が必
要であること，
(2) 提案した手法で得られる SC業務停止期間の定量化手法について，東日本大震災など
の過去の震災における事業中断被害事例などに基づき，妥当性を検討する必要がある．ま
た，地震による SCの業務停止期間の予測では，道路やライフラインなどの要素も検討す
る必要がある．例えば，震災時の道路網の交通機能低下による物流の途絶が発生し，それ
が SCに及ぼす影響を評価するモデルを開発する．
(3) 本研究で構築した SCレジリエンスの構造モデルには依然として著者の主観による部
分がある．今後，より客観的にレジリエンスの構造を構築するためには，論文数を増やす
こと，因果関係や相関係数を用いた分析が必要であり，mecabなど構文解析ソフトも活用
しながら独自の分析ツールを開発することも 1つの課題である．
(4) 見える化システムについては，需要予測と連携するシステムを開発することは今後の
課題である．実験では，需要変動がある場合を仮定して行ったが，需要予測と連携できれ
ば，需要変動によるリスクを回避することができる．また，見える化システムの汎用性と
実用性を高め，中小零細企業に配布することは今後の課題である．
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(3) SCDR対策については，先ず，冗長性強化策，柔軟性強化策と頑健性強化策などの途
絶リスク対策が平常時の企業経営に与える影響を検討する必要がある．次には，SC依存
型の企業の SCDR対策を選定支援するツールを開発することは今後の課題である．また，
途絶リスク対策を分析するには，ポートフォリオ，確率計画，ロバスト計画などのオペ
レーションズ・リサーチでの手法の適用は勿論のこと，IT技術やその他固有技術も活用
したい，日本の地政学的な環境にもマッチした SCDR対策の開発が急務であることを取
り上げると同時に，これらの研究を今後の課題にしたいと考えている．最後に，SCにお
ける環境や社会に与える影響を考慮し，製造工程，輸送方法を革新したり，SC上の関連
企業との協力体制を強化したりすることを通して持続可能な SCを構築し，ビジネスと社
会・環境の利益の最大化を実現する方法は今後の課題である．
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